
資料５０－１ 

平成２９年用寄附金付お年玉付郵便葉書等に付加され

た寄附金の配分団体等の認可について 

（諮問第１１４８号） 
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別紙 

審査結果 
お年玉付郵便葉書等に関する法律（昭和２４年法律第２２４号。以下「法」

という。）の規定に適合したものと認められることから、これを認可すること

が適当である。 

審査基準 
審査

結果 
理由 

取りまとめた寄附金から控除さ

れる次の費用が妥当であること。 

ア 寄附金付郵便葉書等の発行及

び販売並びに当該寄附金のとり

まとめのため日本郵便株式会社

（以下「会社」という。）におい

て特に要した費用

イ 寄附金の管理並びに配分金の

交付及び配分金の使途の監査の

ため、会社において特に要する費

用（寄附金の額の１００分の１．

５に相当する額を限度）

（法第７条第２項） 

適 会社は、寄附金の額から控除する

費用の額のうち、寄附金付郵便葉書

等の発行及び販売並びに当該寄附

金に係る取りまとめのために特に

要した費用として、寄附金公募の周

知費用（新聞広告掲載料等）等を

計上しているところ、会社より申請

に際して提出された参考資料にお

いて、当該費用の額は適切に積算さ

れていることを確認しており、妥当

なものと認められる。 

また、会社は、寄附金の管理並び

に配分金の交付及び配分金の使途

の監査のために特に要する費用と

して、寄附金の管理等に要する人

件費等を計上しているところ、同様

に、当該費用の額は適切に積算され

ていると認められ、かつ、法第７条

第２項に定める限度額を超えないも

のであることから、当該費用の額に

ついては、妥当なものと認められる。 

※今回の寄附金の配分に当たって会社が

控除する費用（注：万円未満は四捨五

入）

ア 寄附金付お年玉付郵便葉書等の発行

及び販売並びに寄附金の取りまとめの

ために特に要した費用

（ア）使途

寄附金公募の周知費用（新聞広告掲

載料等）、業務委託費等

（イ）金額

１，３０３万円

イ 寄附金の管理並びに配分金の交付及

び配分金の使途の監査のため特に要す

る費用

（ア）使途

寄附金の管理等に要する人件費、業

２



審査基準 
審査

結果 
理由 

務委託費等 

（イ）金額

６５７万円

※法第７条第２項で定める上限

（寄附金額４億３，８０３万円

の１００分の１．５に相当する

額：６５７万円）の範囲を超え

ていない。

寄附金が、社会福祉の増進を目的

とする事業等の法第５条第２項各

号に掲げる事業を行う団体の当該

事業の実施に必要な費用に充てら

れていること。 

（法第７条第３項） 

適 配分団体の決定については、寄

附金の公募要領によれば、会社に

おいて、申請団体の資格及び法第

５条第２項各号に掲げる事業を行

う団体か否かについての内容審査

を行った上で公募時に公表してい

る審査基準にのっとって、社外有

識者から構成される審査委員会で

審議等を経て付された優先順位に

したがって決定している。 

配分団体ごとの配分すべき額の

決定については、寄附金の公募要

領によれば、会社において、申請

額を基本として審査委員会が行う

査定に基づき、優先順位にしたが

って総合的に決定していることか

ら、公正であると認められる。以

上により、配分団体及び配分団体

ごとの配分すべき額の決定は妥当

なものと認められる。 

配分に係る寄附金（以下「配分金」

という。）の使途の適正を確保する

ために配分団体が守らなければな

らない事項が定められていること。 

（法第７条第４項） 

適 配分団体が守らなければならな

い事項としては、配分金の使途制

限、実施計画の変更、配分金の経

理等に関するものを定めており、

配分金の使途の適正を確保するた

めに必要十分なものであることか

ら、妥当なものと認められる。 

配分金の交付、配分金の使途につ

いての監査及び当該監査の結果に

基づく配分金の返還に関し必要な

事項が定められていること。 

（法第７条第４項） 

適 監査に関する事項としては、監

査に応ずる義務、監査の実施時期

及び監査の実施方法を定めてお

り、配分金の使途の適正を確保す

るために必要十分なものであるこ

とから、妥当なものと認められる。 
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別添1

配分団体総数 232団体 配分額総額 434,214,000円

(1) 一般助成（199団体 331,739,000円）

①社会福祉の増進を目的とする事業（150団体 248,685,000円）

名称

特定非営利活動法人 自立支援
事業所ベトサダ

001-
0021

北海道札幌市北区北２１条西２
丁目１番３号

生活困窮者自立支援の入居施設ベトサダ荘の玄関
入口ドア及びトイレの住環境向上の為の改修事業

1,600,000

特定非営利活動法人 キャン
サーサポート北海道

004-
8631

北海道札幌市厚別区大谷地西２
－３－１ 北星学園大学大島研
究室

地域で暮らすがん患者と家族の体験を活かしたが
んのソーシャルキャピタル醸成事業

500,000

公益社団法人 北海道ろうあ連
盟

060-
0002

北海道札幌市中央区北２条西７
丁目 道立道民活動センター４
階

聴覚障害者の情報保障及び福祉向上のために必要
な機器の整備を図る整備事業

343,000

特定非営利活動法人 ボラナビ
060-
0061

北海道札幌市中央区南１条西７
丁目１２番地５大通パークサイ
ドビル３階

一人暮らしの方の孤立死を防ぐ着信確認サービス
事業

500,000

特定非営利活動法人 あずまし
家

062-
0933

北海道札幌市豊平区平岸３条１
３丁目 ＡＭＳ平岸３１３ １
階

就労継続支援Ｂ型シフォン亭ほやほやの利用者作
業及び営業の為の洗濯機・乾燥機の同時購入

168,000

社会福祉法人 草の実会
062-
0934

北海道札幌市豊平区平岸４条１
７丁目６－６

通所している重度知的障がい者の送迎及び外出用
車両の更改事業

1,633,000

特定非営利活動法人 北海道Ｎ
ＰＯサポートセンター

064-
0808

北海道札幌市中央区南８条西２
丁目５－７４市民活動プラザ星
園２０１号室

社会課題に取り組みたい市民の社会活動参加を促
進するための講座開催事業

2,337,000

社会福祉法人 慧誠会
089-
1182

北海道帯広市川西町西１線４７
番地３

デイサービス送迎・外出用リフト付送迎車両の更
改事業

2,000,000

社会福祉法人 花
036-
8373

青森県弘前市藤代二丁目１１－
６

地域移行型ホーム「さくら」で地域移行を目指す
方の対象を広げる為の住環境改善事業

945,000

特定非営利活動法人 くらしの
サポーターズ

020-
0816

岩手県盛岡市中野二丁目５番１
３号 吉田直美方

社会的援護が必要な若者が入居する寮に必要な備
品等購入事業

1,432,000

社会福祉法人 山形いのちの電
話

990-
0832

山形県山形中央郵便局私書箱９
９号

ボランティア電話相談員募集のための広報事業 286,000

特定非営利活動法人 ワンファ
ミリー仙台

981-
0923

宮城県仙台市青葉区東勝山２－
２９－１０

生活困窮者を中心とする住宅確保要支援者の保証
人を不要とする事業

500,000

更生保護法人 至道会
960-
8003

福島県福島市森合字山ノ下４番
地の２

被保護者出迎え等及び処遇諸活動のための車両の
更改事業

1,050,000

特定非営利活動法人 ふくしま
成年後見センター

960-
8111

福島県福島市五老内町６－４
フジコーポラス１０１

判断能力が不十分な者、一人暮らし高齢者等を支
援するための成年後見・たすけあい事業

500,000

特定非営利活動法人 クロー
バー福祉会

963-
0541

福島県郡山市喜久田町堀之内字
堂田１２

就労継続支援Ｂ型事業所のトイレ増設における設
備向上のための浄化槽移設改修事業

2,433,000

社会福祉法人 笑風会
963-
0543

福島県郡山市喜久田町前田沢字
小室山５－４５

施設敷地及び近隣道路の除雪のための除雪機の新
規整備事業

220,000

特定非営利活動法人 あたご
967-
0005

福島県南会津郡南会津町中荒井
字西原４７番地

授産施設の加工食品製造時の異物混入防止のため
の金属検出機新規設置事業

960,000

社会福祉法人 下妻市社会福祉
協議会

304-
0064

茨城県下妻市本城町３丁目１３
番地

下妻市心身障害者福祉センター「ひばりの」の利
用者の送迎・外出車両の更改事業

1,500,000

特定非営利活動法人 宇都宮子
ども劇場

321-
0152

栃木県宇都宮市西川田３－２４
－８

「ちいさなげきじょう～０歳～3歳児親子が今を楽
しみ育ち合うための鑑賞・体験事業～」

500,000

2017（平成29）年用として発行した寄附金付お年玉付郵便葉書及び寄附金付お年玉付郵便
切手に付加された寄附金の配分団体及び配分額について

配分団体
使途内容

配分額
（円）住所

５



名称

特定非営利活動法人 麦わら屋
371-
0857

群馬県前橋市高井町一丁目３０
番地３

Ｂ型事業所の新規事業として、豚肉の味噌漬け製
造のための建物改修事業

2,880,000

社会福祉法人 平成会
379-
2161

群馬県前橋市富田町１１８０の
１

デイサービス事業利用者のための送迎外出車両の
更改事業

1,300,000

特定非営利活動法人 大地の郷
355-
0137

埼玉県比企郡吉見町大字久保田
４４５番地３

就労継続支援Ｂ型事業所大地の郷の農作業事業拡
大のためのトラクター追加購入事業

2,800,000

社会福祉法人 上尾芙蓉会
362-
0043

埼玉県上尾市西宮下１－１６－
１

認可保育園本園と分園の危険個所の改修事業 280,000

特定非営利活動法人 アシスト
秩父

368-
0051

埼玉県秩父市中村町３－１２－
２３ 秩父市ふれあいセンター
内

障害者、高齢者の外出支援のための車いす対応車
の更改事業

1,000,000

社会福祉法人 千葉いのちの電
話

260-
0012

千葉県千葉市中央区本町３－１
－１６ ＣＩＤビル

電話相談員の相談対応力ブラッシュアップ研修及
び研修ボランティア養成事業

500,000

社会福祉法人 千葉県聴覚障害
者協会

260-
0022

千葉県千葉市中央区神明町２０
４－１２

聴覚障害者情報提供施設「千葉聴覚障害者セン
ター」の車いす式階段リフト新設事業

2,520,000

社会福祉法人 煌徳会
262-
0004

千葉県千葉市花見川区大日町１
４９２－２

特別養護老人ホームいなげ一倫荘の送迎・外出時
用車両の新規配備事業

1,568,000

社会福祉法人 花和会
264-
0016

千葉県千葉市若葉区大宮町２１
０７番地

ユニット型特別養護老人ホームサンライズビラの
通院・外出・送迎用車両の更改事業

1,670,000

社会福祉法人 東明会
296-
0044

千葉県鴨川市広場１３１１番地
１

入居者社会参加のための作業用車新規配備 900,000

社会福祉法人 長生会
299-
4341

千葉県長生郡長生村宮成３４９
６

台風９号による空調室外機の破損によるグループ
ホーム入居者の為の空調機器新規設置事業

680,000

特定非営利活動法人 ＪＡＥＡ
214-
0021

神奈川県川崎市多摩区宿河原６
－１９－２８

身体に障がいを有する方々のための社会参加の機
会拡充のための救命法普及活動

3,980,000

特定非営利活動法人 ひだまり
の森

234-
0055

神奈川県横浜市港南区日野南６
－１９－２０

「子育て期の相談」拡充のための講座・研修およ
び相談環境整備事業

500,000

特定非営利活動法人 せや
246-
0032

神奈川県横浜市瀬谷区南台２－
４－１ 南台ハイツＢ２４－１
０６

高齢者・身障者の医療機関等への外出のための移
送サービスの活動事業

500,000

公益社団法人 神奈川県聴覚障
害者協会

251-
0052

神奈川県藤沢市藤沢９３３－２
神奈川県聴覚障害者福祉セン
ター内

高齢聴覚障害者など地域で孤立している聴覚障害
者のための巡回相談支援事業

500,000

特定非営利活動法人 茅ヶ崎ユ
ニバーサルデザインスクエア

253-
0021

神奈川県茅ケ崎市浜竹３丁目４
－６４ 石黒ビル２Ｆ

センター利用者の送迎・活動場所への移動・作品
の運搬・リクリエーションの為の車両の更改事業

1,169,000

社会福祉法人 成和会
259-
1303

神奈川県秦野市三屋１２７番地
３

新設福祉サービス事業所の利用者の移動・同行支
援等のための車両購入事業

2,000,000

社会福祉法人 山梨樫の会
400-
0003

山梨県甲府市塚原町３５９
甲府相川ケアセンター 通所リハビリテーション
の送迎・外出・通院用車両の更改事業

1,000,000

社会福祉法人 さかき会
400-
0312

山梨県南アルプス市上宮地１１
４３

花苗育苗用ビニールハウス新築工事 3,642,000

特定非営利活動法人 ブリッジ
フォースマイル

100-
8228

東京都千代田区大手町２－６－
４ パソナビル４階

佐賀県における児童養護施設を巣立つ若者のため
の自立・退所後支援事業

2,800,000

特定非営利活動法人 ＨＡＩＣ
Ｓ研究会

101-
0064

東京都千代田区猿楽町２丁目７
－３ ＨＫパークビルⅢ７階

「地域包括ケアシステム」を担う訪問看護師らの
ための感染予防対策講習会を開催する事業

1,500,000

社会福祉法人 いのちの電話
102-
0071

東京都千代田区富士見１－２－
３２

電話相談員の相談対応力スキルアップのための研
修等事業

300,000

一般社団法人 日本いのちの電
話連盟

102-
0071

東京都千代田区富士見１－２－
３２

若者等の支援のためのチャット形式によるイン
ターネット相談事業

500,000

配分団体
使途内容

配分額
（円）住所
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名称

特定非営利活動法人 男女平等
参画推進みなと

108-
0075

東京都港区港南３－４－８－１
１１１

ＤＶ被害を受けた母子等の自立に向けた支援事業 1,500,000

更生保護法人 東京実華道場
113-
0034

東京都文京区湯島四丁目８－１
５

更生保護施設ステップ竜岡の被保護者のための居
室エアコン機器入れ替え事業

500,000

特定非営利活動法人 東京バリ
アフリーツアーセンター

136-
0074

東京都江東区東砂１－３－２－
３１９

高齢者・障害者雇用促進のための掃除機能付き電
動車椅子の開発

3,375,000

特定非営利活動法人 まちぽっ
と

160-
0021

東京都新宿区歌舞伎２－１９－
１３ＡＳＫビル５０１

高齢者等の地域福祉推進のための空き家を活用す
る事業手法の調査研究

1,500,000

特定非営利活動法人 市民シン
クタンクひと・まち社

160-
0021

東京都新宿区歌舞伎町２－１９
－１３ ＡＳＫビル６階

新総合事業に関する実態調査報告集会開催事業 450,000

社会福祉法人 視覚障害者支援
総合センター

167-
0034

東京都杉並区桃井４－４－３
スカイコート西荻窪２

点字印刷物により視覚障害者に適切な情報提供を
行なうための点字プリンタの更改・増備事業

3,500,000

特定非営利活動法人 ことばの
道案内

169-
0075

東京都新宿区高田馬場１丁目４
番２１－１０２号

視覚しょうがい者の社会参加のための、ことばで
わかる駅情報及び周辺郵便局までのことばの道案
内制作及びスマホアプリによる情報提供事業

2,800,000

特定非営利活動法人 ＫＨＪ全
国ひきこもり家族会連合会

170-
0002

東京都豊島区巣鴨３－１６－１
２－３０１

ひきこもり問題の社会的理解促進と支援力向上の
ための「全国交流研修会」開催事業

4,500,000

公益社団法人 日本てんかん協
会

170-
0005

東京都豊島区南大塚３－４３－
１１ 福祉財団ビル７Ｆ

千葉県支部機関紙「わかしお」の印刷及び本部発
行「波」買取とその発送に関わる事業

340,000

特定非営利活動法人 地域認知
症サポートブリッジ

181-
0016

東京都三鷹市深大寺二丁目４０
－２３

認知症の人が社会参加し、地域の人が交流できる
コミュニティカフェ事業

1,050,000

社会福祉法人 くすのき会
182-
0034

東京都調布市下石原１－４２－
１１

生活介護事業所「結の里」の受注促進・工賃向上
のための紙枚数計数機の新規設置事業

920,000

特定非営利活動法人 ｅ－ＭＡ
ＤＯ病気のこどもの総合ケア
ネット

390-
8621

長野県松本市旭３－１－１ 信
州大学医学部附属病院内

障がいのため家庭内にこもるこどもとその家族の
元気を創出する次世代ＩＣＴ利活用

3,900,000

社会福祉法人 みんなでいきる
943-
0834

新潟県上越市西城町２丁目１０
－２５ 大島ビル３０７

障害児者の短期入所事業所の増床のための施設改
修事業

4,500,000

社会福祉法人 こすもすの会
945-
0045

新潟県柏崎市豊町３番１０号
こすもす作業所の施設外就労支援のための外出・
送迎用車両の新規配備

700,000

社会福祉法人 村上市社会福祉
協議会

958-
8501

新潟県村上市三之町１番１号
瀬波デイサービスセンターの外出・送迎用車両の
更改事業

2,000,000

社会福祉法人 阿賀町社会福祉
協議会

959-
4402

新潟県東蒲原郡阿賀町津川６６
４番地

「上川高齢者生活福祉センターの送迎車両の増車
事業」

2,000,000

社会福祉法人 馬場福祉会
920-
0831

石川県金沢市東山３丁目２９番
２２号

デイサービス及びヘルパーステーションの利用者
の送迎及び通院介助のための車両の更改事業

966,000

社会福祉法人 野々市市社会福
祉協議会

921-
8815

石川県野々市市本町五丁目１８
番５号

野々市市の地域福祉推進のための福祉バスの更改
事業

2,500,000

社会福祉法人 輪島市福祉会
929-
2378

石川県輪島市三井町小泉上野２
番地

あての木園訪問介護センターの訪問介護活動のた
めの専用車両の増備事業

500,000

社会福祉法人 若狭つくし会
917-
0075

福井県小浜市南川町８－１－２
地域活動支援センターの活動の場拡張と相談室増
設のための増築工事

4,500,000

社会福祉法人 杉の子
421-
0303

静岡県榛原郡吉田町片岡２８９
５

吉田町デイサービスセンター ひまわりの家の送
迎・外出用車両の増備事業

1,400,000

特定非営利活動法人 すだち
431-
1414

静岡県浜松市北区三ヶ日町三ヶ
日８０４－１

生活介護事業所の新築工事に伴う特殊浴槽設置事
業

1,434,000

特定非営利活動法人 浜松ＮＰ
Ｏネットワークセンター

432-
8021

静岡県浜松市中区佐鳴台３－５
２－２３

はままつ子どものためのセーフティネット強化事
業

4,500,000

配分団体
使途内容

配分額
（円）住所

７



名称

特定非営利活動法人 どんぐり
の会

441-
0211

愛知県豊川市御油町美世賜２１
４番地

障がい者の工賃アップのためのポン菓子製造にか
かる機械備品等整備事業

2,160,000

特定非営利活動法人 四ツ葉の
会

444-
0944

愛知県岡崎市北本郷町宇野添３
８番地１

「あすなろ」の利用者増員及び工賃向上のための
施設の屋根・外壁改修事業

4,500,000

特定非営利活動法人 名古屋お
やこセンター

460-
0002

愛知県名古屋市中区丸の内一丁
目１４－１２ グランビル２Ｂ

児童虐待から子どもと親を守る講座～イヤイヤ期
の子育てを楽しく～

480,000

特定非営利活動法人 ミーネッ
ト

460-
0011

愛知県名古屋市中区大須４丁目
１１番地３９号 川本ビル２階

就労世代のがん患者が治療と仕事を両立するため
のピアサポートによる相談支援事業

500,000

特定非営利活動法人 犬山あん
きにくらそう会

484-
0005

愛知県犬山市大字今井字畑中４
６－１

小規模多機能型居宅介護施設の送迎及び配食サー
ビス車両の更改事業

1,000,000

特定非営利活動法人 愛知家族
会

489-
0924

愛知県瀬戸市城ヶ根町４７の６
３

薬物依存症問題解決フォーラム開催 295,000

更生保護法人 岐阜県共助会
500-
8815

岐阜県岐阜市梅河町２丁目１番
地

「被保護者出迎え等及び処遇諸活動のための車両
の更改事業」

2,000,000

特定非営利活動法人 つくしん
棒

501-
4502

岐阜県郡上市八幡町島谷１１０
５番地

持続可能な里山づくりを目的に、農業を基点とし
た多世代が交流するための拠点整備事業

4,500,000

特定非営利活動法人 ひなた
ぼっこ

509-
8301

岐阜県中津川市蛭川６３９３番
地２

耐震改修による古民家の再生によって地域福祉の
増進を図る事業

2,722,000

特定非営利活動法人 三重県子
どもＮＰＯサポートセンター

514-
0125

三重県津市大里窪田町２７０９
－１

行政・施設・ＮＰＯの協働による「社会的養護の
社会化フォーラム」の取り組みを通して子どもの
権利が保障される社会づくりを進める事業

3,237,000

特定非営利活動法人 滋賀県難
病連絡協議会

520-
0044

滋賀県大津市京町四丁目３－２
８ 滋賀県厚生会館別館２階

難病患者が住みよいまちづくりのためのモデル事
業

500,000

社会福祉法人 にぎやか会
525-
0027

滋賀県草津市野村四丁目２２－
３

放課後等デイサービス（児童福祉サービス）の送
迎用車両の更改事業

2,184,000

特定非営利活動法人 わらべ村
527-
0141

滋賀県東近江市百済寺甲町２５
３番地

障害者グループホーム自然寮の消防ポンプ新規設
置事業

1,750,000

特定非営利活動法人 社会的就
労支援センター 京都フラワー

601-
8433

京都府京都市南区西九条東柳ノ
内町４３番地

京都フラワーに通所する利用者の清掃作業能率向
上・新規利用者獲得のためのハンドハンディク
リーナー設置事業

80,000

公益社団法人 認知症の人と家
族の会

602-
8143

京都府京都市上京区堀川通丸太
町下る京都社会福祉会館内

認知症当事者の交流の場を広げるための交流・相
談ネットワーク構築と人材育成事業

3,750,000

特定非営利活動法人 水度坂友
愛ホーム

610-
0121

京都府城陽市寺田水度坂１１９
－３０

地域密着型デイサービスの送迎車両の増設事業 900,000

特定非営利活動法人 障害者就
労支援事業所 京都フォーライ
フ

613-
0034

京都府久世郡久御山町佐山新開
地１６

障がい者雇用支援事業の作業効率化のためのベル
トコンベア設置事業

800,000

特定非営利活動法人 Ｊｏｉｎ
ｔ Ｊｏｙ

614-
8376

京都府八幡市男山竹園２－１Ａ
０３－１１０

障がい者就労支援事業（昼食サービス）の拡張を
行うための弁当製造機器の増備設置事業

938,000

社会福祉法人 与謝郡福祉会
629-
2403

京都府与謝郡与謝野町字加悦８
０２番地７

ショートステイの送迎用車両の更新事業 1,034,000

特定非営利活動法人 絆
646-
0051

和歌山県田辺市稲成町８０番地
の２

障害者就労支援施設エコファーム絆の園地管理の
負担軽減のための自走草刈り機の新規設置事業

390,000

特定非営利活動法人 日本グ
ローバルサポート

530-
0005

大阪府大阪市北区中之島３丁目
１番８号 リバーサイドビル
ディング

地域コミュニティの活性化のためのコミュニティ
スペース活用事業

350,000

特定非営利活動法人 シーエス
障害者放送統一機構

530-
0044

大阪府大阪市北区東天満２－７
－１２ スターポート

聴覚障害者の情報バリアフリー促進とデフリン
ピック啓発のための「第２３回デフリンピックト
ルコ大会」手話字幕番組制作配信事業

2,800,000

社会福祉法人 大阪手をつなぐ
育成会

537-
0023

大阪府大阪市東成区玉津２－１
１－２８

「障害を利用とする差別の解消の推進に関する法
律の啓発普及のための合理的配慮ひろめ隊活動事
業」

500,000

配分団体
使途内容

配分額
（円）住所

８



名称

特定非営利活動法人 エス
ビューロー

567-
0046

大阪府茨木市南春日丘７丁目５
番８号

小児がん経験者・家族のストレスマネジメント促
進のための普及啓発セミナー＆音楽アクティビ
ティ事業

2,670,000

特定非営利活動法人 寝屋川あ
いの会

572-
0042

大阪府寝屋川市東大利町１１－
１ しみずビル２階

地域支え合い活動の担い手づくり『拠点施設』の
機能改善・充実のための空調機器の更改事業

2,000,000

社会福祉法人 まりも会
573-
0137

大阪府枚方市春日北町四丁目１
－７

障害福祉サービス事業所わかたけ利用者の新規作
業展開のためのスチームコンベクションオーブン
の設置事業

371,000

社会福祉法人 南河学園
582-
0021

大阪府柏原市国分本町７－６－
１４

国分保育園の給食室衛生環境整備のための冷凍冷
蔵庫・空調機器の更改事業

490,000

社会福祉法人 覚寿園
595-
0011

大阪府泉大津市曽根町２丁目２
番３８号

特別養護老人ホーム覚寿園における短期入所利用
者送迎車輛の買替事業

1,000,000

社会福祉法人 こころの窓
599-
8114

大阪府堺市東区日置荘西町８丁
１番１号

障害福祉サービス事業所「青い鳥」の利用者送迎
用車両の更改事業

1,500,000

社会福祉法人 ばなな
599-
8273

大阪府堺市中区深井清水町３４
８８－１

障がい者通所施設サニー・サイトの授産製品販
売・外出・送迎用車両の新規配備事業

2,000,000

特定非営利活動法人 女性と子
ども支援センターウィメンズ
ネット・こうべ

650-
0022

兵庫県神戸市中央区元町通６－
７－９ 秋毎ビル１Ｆ

困難を抱えた女性や子どもの自立に向けた居場所
づくり事業

4,300,000

社会福祉法人 萬年青友の会
665-
0874

兵庫県宝塚市中筋７－７３－３
分園新築における乳幼児健全育成のためのユニッ
ト式プールの新規購入事業

280,000

社会福祉法人 養父市社会福祉
協議会

667-
0022

兵庫県養父市八鹿町下網場３２
０番地

子どもの冒険ひろば事業に使用する車両の新規配
備事業

996,000

社会福祉法人 とよおか福祉会
668-
0044

兵庫県豊岡市山王町９－２ Ｎ
ＴＴ但馬ビル１階

障害者就労継続支援Ｂ型事業郷・とーぷの新規事
業開拓のための工業用ミシンの新規設置事業

432,000

特定非営利活動法人 ほほえみ
の花

670-
0827

兵庫県姫路市丸尾町１００番地
６ 親和ビル

就労継続支援Ｂ型事業施設の雨漏り改修工事 850,000

社会福祉法人 日野の郷
677-
0002

兵庫県西脇市前島町２６０－１
通所介護事業の送迎及び特別養護老人ホームご入
居者様の受診、外出の送迎用車両の更新事業

900,000

特定非営利活動法人 ネクスト
677-
0105

兵庫県多可郡多可町八千代区下
村６９－１

就労継続支援Ａ型事業所の定員枠増大による利用
者数増加に対応するための洗濯設備の増備事業。

3,656,000

社会福祉法人 聖風会
679-
5331

兵庫県佐用郡佐用町福吉７８０
番地

特別養護老人ホーム 祐あいホーム上月が実施す
るデイサービス・ショートステイ送迎用車両の更
改事業

1,000,000

社会福祉法人 クムレ
701-
0113

岡山県倉敷市栗坂８番地
児童発達支援センター倉敷学園の重症心身障害児
のための入浴設備新設事業

4,000,000

一般社団法人 日本看取り士会
701-
1145

岡山県岡山市北区横井上１６０
９－２－１０７

市民の自宅幸せ死のための「日本の看取りを考え
る」イベント事業

500,000

特定非営利活動法人 おかやま
多機能サポートネット

714-
0096

岡山県笠岡市九番町１－２２ 「高齢者等への安否確認を兼ねた配食事業」 300,000

特定非営利活動法人 ライブ
689-
3424

鳥取県米子市淀江町中間６９２
番地

障がい者の漁業一般就労機会の創出、及び新工賃
創出のための小型漁船整備事業

2,650,000

特定非営利活動法人 久米の家
690-
0861

島根県松江市法吉町久米８０３
番地２

施設ご利用者・地域ご利用者のニーズに対応した
送迎車両の更改事業

1,000,000

特定非営利活動法人 プロジェ
クトゆうあい

690-
0888

島根県松江市北堀町３５－１４
ゆうあいビル

障がい者のための収益性の高い就労の場づくり
パソコン・リサイクル事業

3,500,000

社会福祉法人 吾郷会
699-
4706

島根県邑智郡美郷町滝原１６７
－１

介護老人福祉施設サンデイズ双葉園の通院・外
出・送迎用車両の更改事業

1,800,000

社会福祉法人 にこにこ福祉会
720-
2103

広島県福山市神辺町字西中条１
０９９番地４

にこてらす 就労事業促進のための車両の整備事
業

1,530,000

配分団体
使途内容

配分額
（円）住所

９



名称

社会福祉法人 アンダンテ
721-
0945

広島県福山市引野町南１丁目６
番１１号

就労継続支援Ｂ型事業所ジョイ・ジョイ・ワーク
かりんの工賃アップのためのベーカリースキャ
ン・ポスレジシステムの新規設置事業

1,200,000

社会福祉法人 あらくさ
729-
4101

広島県三次市甲奴町本郷１２１
５番地の１

夢工房ねむの木（就労継続支援Ｂ型事業所）の新
規事業開拓のための凍結含浸食製造機器の新規設
置事業

1,700,000

更生保護法人 ウィズ広島
730-
0822

広島県広島市中区吉島東１丁目
１番１８号

更生保護施設ウィズ広島の利用者送迎及び処遇活
動のための車両の更改事業

1,040,000

更生保護法人 呉清明園
737-
0817

広島県呉市上二河町６番１６号
更生保護施設呉清明園の被保護者の関係機関への
送迎及び処遇活動の送迎用車両の更改事業

1,000,000

社会福祉法人 さくら福祉会
738-
0222

広島県廿日市市津田５９６番地
－１

母子生活支援施設 いもせハイツにおける母子の
ための通院・外出・送迎等車両の更改事業

700,000

社会福祉法人 倫
739-
2612

広島県東広島市黒瀬町丸山１８
－３５

就労サポートありんこ・ホームありんこ利用者の
通所・通院・外出等の送迎用福祉車両の整備事業

1,050,000

社会福祉法人 親誠会
754-
0893

山口県山口市秋穂二島４３４－
１

障害者支援施設山口秋穂園（生活介護）の生産活
動充実を図る純国産木耳栽培設備の新規設置事業

5,000,000

社会福祉法人 豊北福祉会
759-
5511

山口県下関市豊北町大字滝部字
東１０４２番地１

特別養護老人ホーム白滝荘利用者の外出・通院・
送迎用車両の更新配備事業

800,000

特定非営利活動法人 明日に架
ける橋

761-
2103

香川県綾歌郡綾川町陶５７７９
番地１

障害者就労支援施設さぁかすチャレンジド三豊の
新規地域交流ｃａｆｅ（就労種目）什器整備事業

2,224,000

社会福祉法人 親和園
791-
1121

愛媛県松山市中野町甲５８９番
地

障害者支援施設アイルの外出・通院・送迎用車両
の更改事業

1,000,000

社会福祉法人 名石会
794-
0084

愛媛県今治市延喜甲３０１番地
１

就労支援事業施設の新規事業開始のための精米機
ユニットの新規設置事業

1,100,000

社会福祉法人 太陽福祉会
781-
1143

高知県土佐市波介１２７６－４
第２太陽福祉園の食品製造エリアにおける食品安
全及び利用者の作業環境向上のための改修事業

2,560,000

社会福祉法人 高知県知的障害
者育成会

783-
0028

高知県南国市陣山字弥市５３１
－１

就労継続支援Ｂ型事業所 作業所ひまわりの清掃
業務、加工作業の送迎用車両の更改事業

1,000,000

特定非営利活動法人 北九州精
神障害者福祉会連合会

800-
0028

福岡県北九州市門司区下二十町
１番１２号

多機能型事業所スマイル門司（主に精神障害者を
支援）の事業拡大のためのパン製造機器の買い増
し事業

3,500,000

特定非営利活動法人 践士会
800-
0205

福岡県北九州市小倉南区沼南町
２丁目３－１８

北九州市で「発達障害の理解」「自閉症児者の支
援」を普及させていくための事業

3,000,000

社会福祉法人 久原福祉会
811-
2501

福岡県糟屋郡久山町大字久原字
証拠２２６３番地の３

障害福祉サービス事業所久山自立園利用者の通所
の送迎及び外出時の送迎用車両の更改事業

810,000

更生保護法人 福正会
814-
0006

福岡県福岡市早良区百道１丁目
３番１３号

被保護者出迎え等及び処遇諸活動のための車両の
更改事業

926,000

社会福祉法人 筑紫野市社会福
祉協議会

818-
0013

福岡県筑紫野市岡田三丁目１１
－１

不登校に悩む保護者支援サポーター養成講座事業 500,000

特定非営利活動法人 筑紫野市
「障害」児・者問題を考える会

818-
0021

福岡県筑紫野市下見３８４－３ 「障害」児・者のための余暇活動拡充事業 500,000

公益財団法人 九州盲導犬協会
819-
1122

福岡県糸島市東７０２番地１ 犬舎空調設備の効率性向上のための改修事業 2,322,000

社会福祉法人 ゆうわ会
850-
0001

長崎県長崎市西山４丁目６１０
番地

就労継続支援Ａ型のカステラ工場拡張に伴い新規
取引業者の開拓と生産量増加の為の製造機器の増
備事業

1,218,000

社会福祉法人 時津町手をつな
ぐ育成会

851-
2101

長崎県西彼杵郡時津町西時津郷
１１５６

車両購入について 700,000

特定非営利活動法人 ロバの会
854-
0037

長崎県諫早市川内町５２４番地
１

就労継続支援Ｂ型事業所「障害者就労センターロ
バの店」の食品表示法施行に伴うラベルプリンタ
更改事業

190,000

配分団体
使途内容

配分額
（円）住所
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名称

社会福祉法人 佐々川福祉会
857-
0337

長崎県佐世保市栄町５番９号
デイサービスセンター虹の里の送迎用車両の更改
事業

1,700,000

社会福祉法人 愛和会
859-
5513

長崎県平戸市辻町１７８
施設入所者の外出、短期入所・通所介護の利用者
送迎用車両の更改事業

760,000

特定非営利活動法人 市民後見
人養成・活動支援ネットワーク
大分

870-
0846

大分県大分市大字羽屋８１３番
地の５

高齢者等の権利擁護を図るための成年後見制度の
利用促進および制度の普及・啓発活動事業

400,000

特定非営利活動法人 おおいた
子ども支援ネット

870-
1124

大分県大分市大字旦野原８２３
番地５

自立援助ホーム「みらい」屋上雨漏り工事事業お
よび外構修繕事業

5,000,000

社会福祉法人 翔南会
876-
0111

大分県佐伯市弥生大字井崎２５
７９－３

障がい者通所事業所の送迎及び日中活動の移動の
ための代替車両の助成申請事業

866,000

社会福祉法人 弘心園
879-
0473

大分県宇佐市大字下元重９２番
地の２２

就労支援事業所の健康被害防止及び生産性の向上
のための、ヒートカッター装置（裁断と同時に熱
処理でき、ほつれ止めできる機械）の更改事業

2,449,000

社会福祉法人 大分県 光明寮
879-
7153

大分県豊後大野市三重町玉田１
５１５番地

下肢障がい者等の入浴を利用者・職員共に安楽に
行うための入浴リフト機器新規設置事業

560,000

社会福祉法人 ゆたか福祉会
861-
2236

熊本県上益城郡益城町広崎８６
９－１

広崎保育園園庭安全確保の為の改修工事事業 5,000,000

更生保護法人 熊本自営会
862-
0970

熊本県熊本市中央区渡鹿６丁目
６番４５号

被保護者出迎え等及び処遇諸活動のための車両の
更改事業

1,500,000

社会福祉法人 国富町社会福祉
協議会

880-
1101

宮崎県東諸県郡国富町大字本庄
６８８９番地２

生活支援まちづくり強化事業及び地域福祉推進の
ための車両更改事業

1,020,000

特定非営利活動法人 クリンカ
鹿児島

891-
1107

鹿児島県鹿児島市有屋田町６０
３番地５

就労継続支援Ａ型事業施設神之川温泉の事故防止
と工賃向上のための改修事業

4,500,000

特定非営利活動法人 心音
891-
9111

鹿児島県大島郡和泊町手々知名
５６８

離島の発達障害児とその親を地域ぐるみで支援す
る事業 ～子どもに夢を～

2,774,000

特定非営利活動法人 市民後見
センターかごしま

892-
0838

鹿児島県鹿児島市新屋敷町１６
番公社ビル２１５号

専門家等支援体制の乏しい離島の障害者の「親な
き後」問題解決のための、権利擁護と生活支援の
専門家による研修・相談事業

3,290,000

社会福祉法人 クオラ
895-
1804

鹿児島県薩摩郡さつま町船木２
３１５番地１

特別養護老人ホームマモリエあいら入所者の外出
用車両の増車事業

1,000,000

特定非営利活動法人 いちごい
ち笑 ～明日香の家族～

899-
2502

鹿児島県日置市伊集院町徳重１
７８６番地２ 前田平住宅４号
棟１０６

維持存続が危ぶまれる寄田地域の寄田地域民のた
めのひだまりハウスを活用した日中孤立防止事業

500,000

特定非営利活動法人 ＪＯＹス
テーション

899-
5106

鹿児島県霧島市隼人町内山田１
－３－３７

「鹿児島県内の子ども貧困の解消の為のフードバ
ンク事業」

5,000,000

②風水害、震災等非常災害による被災者の救助又はこれらの災害の予防を行う事業（5団体 8,470,000円）

名称

特定非営利活動法人 茨城ＮＰ
Ｏセンター・コモンズ

310-
0022

茨城県水戸市梅香２－１－３９
茨城県労働福祉会館２階

常総市における水害経験を踏まえた多文化共生型
の自主防災のモデル開発事業

3,500,000

特定非営利活動法人 市民航空
災害支援センター

331-
0823

埼玉県さいたま市北区日進町２
丁目５４４番地１ 埼玉ＮＰＯ
ハウス内

２０１７社会福祉施設等がヘリコプターを活用し
て行う災害対応の訓練をする事業

500,000

特定非営利活動法人 アレル
ギー支援ネットワーク

453-
0042

愛知県名古屋市中村区大秋町２
－４５－６

災害救援事業：食物アレルギー児に安全な避難所
生活を保証するための炊き出し訓練及び調理実習
の開催

1,950,000

特定非営利活動法人 つみっ庫
くらぶ

675-
1367

兵庫県小野市敷地町１６２３－
７

「楽しい防災イベント」に使用する木製大型ブ
ロック運搬のための車輌の新規配備事業

1,800,000

特定非営利活動法人 地域たす
けあいの会

865-
0064

熊本県玉名市中１０６８－１
就労継続支援Ａ型サポートセンターわかちあいの
シャワー室設置のための改修事業

720,000

配分団体
使途内容

配分額
（円）住所

配分団体
使途内容

配分額
（円）住所
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③がん、結核、小児まひその他特殊な疾病の学術的研究、治療又は予防を行う事業（2団体 6,550,000円）

名称

特定非営利活動法人 シェア＝
国際保健協力市民の会

110-
0015

東京都台東区東上野１－２０－
６ 丸幸ビル５階

癌や結核、難病等の重病を持つ外国人患者への持
続可能な医療通訳体制の検討事業

2,550,000

一般社団法人 エヒメ健診協会
791-
8036

愛媛県松山市高岡町９０－５
肺がんを巡回検診で早期発見するための胸部エッ
クス線デジタル撮影機器の増備事業

4,000,000

④交通事故の発生若しくは水難に際しての人命の応急的な救助又は交通事故の発生若しくは水難の防止を行う事業（2団体 676,000円）

名称

公益社団法人 日本水難救済会
102-
0083

東京都千代田区麹町４丁目５番
地 海事センタービル

水難救済思想の普及（「海の安全ハンドブック
（仮称）」作成）

436,000

特定非営利活動法人 バイシク
ルエコロジージャパン

178-
0065

東京都練馬区西大泉３－２６－
６

「自転車利用者の安全走行のための講習事業」 240,000

⑤青少年の健全な育成のための社会教育を行う事業（29団体 45,533,000円）

名称

社会福祉法人 北海道家庭学校
099-
0408

北海道紋別郡遠軽町留岡３４番
地

児童自立支援施設の生徒の通院・外出・移送用車
両の更改事業

1,270,000

特定非営利活動法人 メリー
ゴーランド

016-
0878

秋田県能代市字臥竜山３６番地
２

子どもたちの「生きる力」を育むための冒険遊び
場づくり事業

500,000

特定非営利活動法人 盛岡ユー
スセンター

020-
0022

岩手県盛岡市大通３丁目１－２
３ クリエイトビル３階

不登校生と保護者および関係者のエンパワ―メン
トのためのセミナーおよび体験活動事業

500,000

特定非営利活動法人 えき・ま
ちネットこまつ

999-
0121

山形県東置賜郡川西町大字上小
松１６４４番地

若者の起業化と定住のための持続可能な次世代育
成事業

4,500,000

一般社団法人 美馬森Ｊａｐａ
ｎ

981-
0301

宮城県東松島市牛網字上江戸原
４－１

青少年の心のケアのためのホースセラピーおよび
森林環境教育活動事業

1,000,000

公益財団法人 ぐんまＹＭＣＡ
371-
0033

群馬県前橋市国領町１－４－１
老朽化し雨漏りする会館の防水及びバリアフリー
トイレ設置等改修事業

4,500,000

特定非営利活動法人 子どもっ
とまつど

271-
0051

千葉県松戸市馬橋２８５５番地
マンションニュー松戸４０７号

主に学童期の子どもと障がい者との交流を図るこ
とで「心のバリアフリー」を推進する事業

500,000

特定非営利活動法人 アフター
スクール

273-
0035

千葉県船橋市本中山３－７－１
９

母親、ひとり親が安心して働けるための延長保育
＆緊急保育

1,500,000

特定非営利活動法人 ふぁみ
りーさぽーとのあ

247-
0024

神奈川県横浜市栄区野七里一丁
目３７－１０

障がいの有無にかかわらず、子ども一人ひとりの
特性に応じた特別支援教育事業

500,000

特定非営利活動法人 ドット
ジェイピー

102-
0083

東京都千代田区麹町２－６－１
０ 麹町フラッツ２階

青少年の「考え発信・行動する力」の養成および
社会参画促進のための「未来国会」「未来自治体
全国大会」事業

5,000,000

公益社団法人 全国少年警察ボ
ランティア協会

102-
0093

東京都千代田区平河町１丁目８
番２号 山京半蔵門パレス３０
３号

インターネット利用に係る非行及び被害防止対策
の推進のためのセミナー事業

500,000

公益財団法人 全国高等学校定
時制通信制教育振興会

105-
0001

東京都港区虎ノ門２丁目９番８
号 郵政福祉虎ノ門第二ビル３
階

青少年健全育成のための手記集「燦々の太陽を求
めて」２１集の発刊・配布事業

750,000

特定非営利活動法人 ヒューマ
ンライツ・ナウ

110-
0005

東京都台東区上野５－３－４
クリエイティブＯｎｅ秋葉原ビ
ル７Ｆ

中高生への人権意識普及・啓発のための人権教材
開発・教育事業

5,000,000

公益社団法人 誕生学協会
151-
0062

東京都渋谷区元代々木町１０－
１０ 第６まつしまビル２Ｆ

中高年の予期せぬ妊娠や中絶、デートＤＶ、性被害等を
防ぐための、いのちと性に関する健康教育授業「ガール
ズプログラム」の無償提供および教材配布、啓蒙普及事
業

5,000,000

特定非営利活動法人 フリー・
ザ・チルドレン・ジャパン

157-
0062

東京都世田谷区南烏山６－６－
５ ３Ｆ

社会の問題に対してアクションを起こす青少年を
育成するためのワークキャンプ事業

1,320,000

特定非営利活動法人 芸術資源
開発機構

168-
0082

東京都杉並区久我山５－２３－
２

高校生の「生きる力」を育むため美術鑑賞教育を
変革する事業

450,000

配分団体
使途内容

配分額
（円）住所

配分団体
使途内容

配分額
（円）住所

配分団体
使途内容

配分額
（円）住所
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名称

公益財団法人 日本郵趣協会
171-
0031

東京都豊島区目白１－４－２３
切手の博物館４階

障がいのある児童生徒の自立や社会参加のための
「特別支援教育」推進事業

500,000

特定非営利活動法人 原爆先生
180-
0012

東京都武蔵野市緑町１－３－２
８－２０１

「中高生向け原爆先生の特別授業」のためのコン
テンツ開発と案内書郵送事業

2,540,000

特定非営利活動法人 市民共同
学習プロジェクト子どもひろば

208-
0002

東京都武蔵村山市神明２－３８
－１８

不審者の犯罪被害から子どもを守るための安全講
習事業

440,000

公益財団法人 金沢子ども科学
財団

920-
0913

石川県金沢市西町三番丁１６番
地

児童生徒のハイレベルな算数・数学問題へのチャ
レンジを支援するオリンピック支援講座事業

400,000

特定非営利活動法人 命のバト
ン

918-
8202

福井県福井市大東１丁目１１番
１８号

小学生に、ＡＥＤを用いた心肺蘇生法と「命」の
尊さを伝えるＢＬＳ授業の普及拡大事業

400,000

特定非営利活動法人 しずおか
環境教育研究会

422-
8077

静岡県静岡市駿河区谷田１１７
０－２

環境教育の場の創造のための担い手創出事業 500,000

特定非営利活動法人 子育て支
援のＮＰＯまめっこ

462-
0845

愛知県名古屋市北区柳原４丁目
２－３

乳幼児を持つ家族の絆を深めるための「家族の絆
レストラン」事業

750,000

特定非営利活動法人 日本ここ
ろのカウンセリング協会

471-
0823

愛知県豊田市今町３－７－５０
不登校や引きこもりのサポーター養成のための講
習会事業

500,000

特定非営利活動法人 シェイク
ハンズ

484-
0083

愛知県犬山市大字犬山字東古券
７０番２

貧困からくる子どもの教育格差を解消し、未来を
応援するネットワークづくり 事業

2,340,000

特定非営利活動法人 子どもNPO
はらっぱ

599-
0202

大阪府阪南市下出４７７－５
こどもセンター（ふれ愛ホー
ム）

「１８歳までの子どもの声を聴く相談員配置」の
ための基盤整備事業

450,000

特定非営利活動法人 フリース
クール クレイン・ハーバー

852-
8156

長崎県長崎市赤迫１丁目４番１
６号 コーポヒロイン６Ｆ

ひきこもり傾向の不登校児童生徒のための郵便に
よる通信学習支援事業

2,550,000

特定非営利活動法人 日田子ど
も劇場

877-
0007

大分県日田市丸の内町８－３７
松原アパート２号室

「子どもたちの郷土愛と健やかな人間関係を育む
為の活動事業－キラリ日田プロジェクト－」

873,000

特定非営利活動法人 ＫＡプロ
ジェクト

869-
3601

熊本県上天草市大矢野町登立１
４１４７－４

青少年の健全育成のための自然体験教室事業 500,000

⑥健康の保持増進を図るためにするスポーツの振興のための事業（1団体 500,000円）

名称

特定非営利活動法人 伊賀
フューチャーズクラブ

518-
0861

三重県伊賀市上野東町２９５７
ナカムラビル３Ｆ

中高年者の健康保持増進のための、ノルディック
ウォーキング普及展開事業

500,000

⑦地球環境の保全（本邦と本邦以外の地域にまたがって広範かつ大規模に生ずる環境の変化に係る環境の保全をいう。）を図るために行う事業

（10団体 21,325,000円）

名称

特定非営利活動法人 エコ・モ
ビリティ サッポロ

060-
0906

北海道札幌市東区北６条東２丁
目３－６ 松崎ビル１F

真駒内エリアにおける観光、移動のための自転車
タクシーによる交流事業

500,000

公益財団法人 北海道新聞野生
生物基金

060-
8711

北海道札幌市中央区大通西３丁
目６番地

北海道全域にわたって花の開花調査をする「北海
道フラワーソン２０１７」

1,194,000

特定非営利活動法人 白神山地
を守る会

030-
0947

青森県青森市浜館字科８６－１
白神山地のブナの森を守るための植林・苗床支援
活動事業

1,150,000

特定非営利活動法人 みなと研
究会

998-
0011

山形県酒田市上安町一丁目５番
地の２

シートベルトを活用した鰰の産卵床の製作と、カ
キ殻リサイクルによる循環型社会の形成

3,749,000

配分団体
使途内容

配分額
（円）住所

配分団体
使途内容

配分額
（円）住所

配分団体
使途内容

配分額
（円）住所
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名称

特定非営利活動法人 森のライ
フスタイル研究所

396-
0025

長野県伊那市荒井２２番地 通
り町第一ビルＢ１Ｆ 市民ひろ
ば内

里山・谷戸の再生と親子が気軽に交流できる場づ
くりにつながる野外プログラムの実施

3,102,000

特定非営利活動法人 サンク
チュアリエヌピーオー

433-
8123

静岡県浜松市中区幸２－１７－
９

生物のマイクロプラスチック誤食防止のためのプ
ラゴミゼロプロジェクト事業

3,150,000

特定非営利活動法人 イカオ・
アコ

475-
0836

愛知県半田市青山３－２－１８
－３０１

日比の若年層を対象とした環境配慮型グローバル
人材の育成のためのＥＳＤ事業

1,013,000

一般社団法人 和歌山環境エ
コ・アクション・ポイント協会

646-
0026

和歌山県田辺市宝来町１６－９
－１２０２

刑務所出所者等を雇用する事業主間の情報連携と
環境配慮化の促進を図るための新聞発行事業

1,600,000

特定非営利活動法人 土佐の
森・救援隊

781-
2154

高知県高岡郡日高村岩目地字中
山９４０－１ 土佐の森・救援
隊 日高事業所

日本の森づくりのための自伐林業方式の推進活動
事業

2,318,000

特定非営利活動法人 黒潮実感
センター

788-
0343

高知県幡多郡大月町柏島625
持続可能な里海づくりとカーボン・オフセットの
普及啓発事業

3,549,000

(2) 東日本大震災及び平成28年熊本地震の被災者救助・予防（復興）助成（33団体 102,475,000円）

東日本大震災及び平成28年熊本地震による被災者の救助又はその予防（復興）を目的とする事業

名称

特定非営利活動法人 サンガ岩
手

020-
0866

岩手県盛岡市本宮五丁目１０番
１３号

岩手県盛岡市と大槌町の被災された高齢者の為の
生きがいづくり事業

4,695,000

特定非営利活動法人 吉里吉里
国

028-
1101

岩手県上閉伊郡大槌町吉里吉里
３－６－２８

大槌の地域復興のための大槌の森林の再生と人材
の育成事業

4,500,000

特定非営利活動法人 まちづく
り・ぐるっとおおつち

028-
1121

岩手県上閉伊郡大槌町小鎚２７
－４１－４

復興ふるさとのコミュニティ構築のための大槌・
湧水の郷、食文化発信事業。

4,860,000

特定非営利活動法人 全国コ
ミュニティライフサポートセン
ター

981-
0932

宮城県仙台市青葉区木町１６－
３０ シンエイ木町ビル１Ｆ

熊本被災地現地支援関係者のための、東日本大震
災被災地視察・交流事業

3,550,000

特定非営利活動法人 仙台傾聴
の会

981-
1232

宮城県名取市大手町５丁目６－
１

傾聴活動による被災者支援・人材育成 5,000,000

特定非営利活動法人 仙台夜ま
わりグループ

983-
0044

宮城県仙台市宮城野区宮千代２
丁目１０番１２号

「仙台及び東北全域の被災者を含む生活困窮者の
ための生活相談、生活支援事業」

2,900,000

特定非営利活動法人 生命と環
境保全

989-
0244

宮城県白石市上久保３番２号 みやぎ山元地区海岸防災林再生活動のための事業 1,338,000

特定非営利活動法人 亘理いち
ごっこ

989-
2351

宮城県亘理郡亘理町字南町東１
０－１

被災地域における食などを通したコミュニティ再
生事業

3,500,000

特定非営利活動法人 ビーンズ
ふくしま

960-
8066

福島県福島市矢剣町２２－５
避難している子どもの帰宅後の居場所を確保しな
がら行う学習・遊び・生活環境整備と地域コミュ
ニティ形成のための復興支援事業

5,000,000

特定非営利活動法人 表郷ボラ
ンティアネットワーク

961-
0416

福島県白河市表郷金山字越堀１
５１番地１

被災地高齢者の生活支援（ご用聞き）及び原子力
災害風評被害払拭、安心・安全ＰＲ事業

1,044,000

特定非営利活動法人 ＦＵＫＵ
ＳＨＩＭＡいのちの水

963-
1017

福島県郡山市安積１丁目３番５
号

「おばあちゃんと子ども食堂」放射能災害で分断された社会
の中にある福島のお母さんたちの手で、貧困家庭（ひとり親
等）の児童と周辺孤老のための、子ども食堂を設営し、食育
支援、育児支援をしてゆく事業。

2,500,000

特定非営利活動法人 しんせい
963-
8022

福島県郡山市西の内１丁目２５
－２

避難障がい者と避難先地域・土・未来を結ぶ温室
設置事業

4,990,000

特定非営利活動法人 会津地域
連携センター

965-
0035

福島県会津若松市馬場町１－２
０－２Ｆ

会津に避難されている方への生活応援・交流・コ
ミュニティ再生事業

3,550,000

社会福祉法人 しらゆり会
329-
2754

栃木県那須塩原市西大和６－５
除染のために除去された保育園園庭の芝生再生事
業

400,000

配分団体
使途内容

配分額
（円）住所

配分団体
使途内容

配分額
（円）住所
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名称

学校法人 西那須野学園
329-
2754

栃木県那須塩原市西大和６－１
５

除染のために除去された幼稚園園庭の芝生再生事
業

700,000

特定非営利活動法人 たすけあ
いの会ふれあいネットまつど

270-
0003

千葉県松戸市東平賀７番地の２
東日本大震災により千葉県内に避難している広域
避難者が地域活動に参加することを支援するため
の研修事業

5,000,000

特定非営利活動法人 スマイル
クラブ

277-
0858

千葉県柏市豊上町２３－２９
アダプテッドスポーツ（障がい者スポーツ）によ
る、障がい児のための熊本復興支援モデル事業

5,000,000

特定非営利活動法人 フォトサ
ルベージの輪

277-
0871

千葉県柏市若柴１－２５ レジ
デンス北斗 ４０５号 柏の葉
ワークサイト（ＫＷＳ）

南相馬市に残る未返却写真のデジタル化を行うた
めの復興支援事業

2,852,000

特定非営利活動法人 フォトボ
イス・プロジェクト

105-
0011

東京都港区芝公園２－６－８
６階ＯＷＬ

写真を通して被災者の声を発信するための事業～
よりよい防災・復興に向けて

2,478,000

特定非営利活動法人 エコロ
ジー・アーキスケープ

108-
0073

東京都港区三田２－７－９－１
１０３

飯舘村避難解除に伴う健康支援・紐帯維持支援プ
ロジェクト

4,195,000

一般社団法人 ＲＱ災害教育セ
ンター

116-
0013

東京都荒川区西日暮里５－３８
－５

東無田地区の復興を目指す「復興朝市」事業 2,331,000

特定非営利活動法人 ＦＵＫＵ
ＳＨＩＭＡこころつなぐプロ
ジェクト

135-
0022

東京都江東区三好一丁目７番１
２号 パインコーポ３０１号

被災者の地域再参加のための復興事業 800,000

特定非営利活動法人 野外遊び
喜び総合研究所

183-
0035

東京都府中市四谷３－２７－１
９６－Ａ

福島県の子どもが「生き抜く力」を養う復興支援
事業とこなんのいえ改修事業

3,500,000

特定非営利活動法人 菜の花プ
ロジェクトネットワーク

521-
1311

滋賀県近江八幡市安土町下豊浦
３番地

福島県での「菜の花プロジェクト」による全国菜
の花サミット開催、並びに農地再生と地域復興の
ためのボランティア事業

2,200,000

特定非営利活動法人 和
600-
8833

京都府京都市下京区七条大宮西
入西酢屋町１０

関西への広域避難者のための相談・交流拠点「福
興サロンNagomi」運営事業

3,500,000

特定非営利活動法人 きょうい
く環境プロデュース

670-
0895

兵庫県姫路市北平野台町５－１
２

熊本地震による災害弱者のための心のケア支援と
ふるさと熊本コミュニティー作り事業

2,660,000

特定非営利活動法人 福島の子
どもたち香川へおいでプロジェ
クト

760-
0022

香川県高松市西内町７－２５
福島の子どもたちの保養を通して被災地と香川を
つなぎ息長い支援の輪を広げる事業

1,500,000

一般社団法人 九州女性起業家
のびんびん会

812-
0014

福岡県福岡市博多区比恵町７－
２７－２０９

熊本・大分地震後復興応援のために活躍する九州
の女性の紹介ＤＶＤ作成と上映及び九州の女性応
援シンポジウム事業

3,332,000

社会福祉法人 熊本県コロニー
協会

860-
0051

熊本県熊本市西区二本木３丁目
１２番３７号

就労継続支援Ａ型事業の就労支援（印刷事業）継
続のための機器（無線綴機）更新事業

3,500,000

社会福祉法人 ひまわり福祉会
861-
1104

熊本県合志市御代志１３４２
熊本地震における施設敷地内の陥没等の災害の復
旧

1,700,000

社会福祉法人 くまもと障害者
労働センター

861-
8039

熊本県熊本市東区長嶺南１丁目
５番４０号

被災後の障害者施設での就労環境改善のための復
興支援事業

900,000

特定非営利活動法人 でんでん
虫の会

862-
0950

熊本県熊本市中央区水前寺６－
１１－２７

みなし仮設住宅等ひとり暮らしの方の居場所づく
り事業

5,000,000

特定非営利活動法人 五ヶ瀬自
然学校

882-
1201

宮崎県西臼杵郡五ヶ瀬町大字鞍
岡６４５２番地乙

熊本地震による被災地の復興のための「学びのあ
る観光」醸成事業

3,500,000

配分団体
使途内容

配分額
（円）住所

１５



別添 2 

配分団体が守らなければならない事項 

１ 配分金の使途の制限 

配分金は、日本郵便株式会社（以下「会社」という。）が当該配分金を配分する

旨を決定した事業の実施計画（以下「実施計画」という。）以外の使途に使用して

はならない。 

２ 実施計画の変更等 

(1) やむを得ない事由により実施計画を変更しなければならないときは、あらか

じめその旨を会社に文書をもって届け出、その承認を受けなければならない。 

(2) 実施計画に基づく事業に予定の期日に着手することができないとき、又は

完了することができなくなったときは、速やかに会社の指示を受けなければ 

ならない。 

(3) 実施計画に基づく事業の遂行が困難となったときは、速やかに会社の指示を

受けなければならない。 

３ 配分金の経理 

配分金は、他の資金と区別して経理し、常にその使途を明らかにしておかなけ

ればならない。 

４ 配分金に係るものであることの表示 

配分金に係る車両、機器、施工した施設、調製した冊子又は活動に係るチラシ

やポスター等には、配分金によるものである旨の表示をしなければならない。 

なお、この表示は、実施計画に基づいて当該車両等が使用されている間は、 

引き続き掲げておかなければならない。 

５ 配分金に係る車両、機器、施工した施設、調製した冊子又は活動に係るチラシ

やポスター等の使途の制限 

配分金に係る車両、機器、施工した施設、調製した冊子又は活動に係るチラシ

やポスター等は、当該配分金の対象とする事業に係る使途以外の用に供しては 

ならない。 

６ 余剰金 

配分金に係る事業が完了した際、配分金に余剰金が生じたときは、速やかに 

会社に返還しなければならない。 

７ その他 

偽りその他不正の手段により配分金の交付を受けた場合には、会社の指示する

ところにより、当該配分金を返還しなければならない。 
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配分金の使途についての監査に関する事項 

１ 監査に応ずる義務 

日本郵便株式会社（以下「会社」という。）が配分金の使途についての監査 

（以下「監査」という。）を行おうとするときは、配分団体は、これに応じなけれ

ばならない。 

２ 監査の実施時期 

監査は、配分金に係る事業完了の翌年度に行う。 

３ 監査の実施方法 

(1) 監査は、原則として実地監査により行う。ただし、監査対象団体が遠隔の地

にあるなど、実地監査により難い場合は、書面監査により行うことができる。 

(2) 当該事業の実施に要した経費の一部に配分金以外の資金を充当しているとき

は、監査に必要な限度において、当該資金を含め監査することがある。 

(3) 監査の具体的実施内容は、以下のとおりとし、詳細は会社が別の定める

ところによるものとする。 

ア 配分金の入出金状況の確認

イ 当該事業の実施状況

１７
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第１ 寄附金付郵便葉書等に付加された寄附金の配分について 

１ 配分対象事業等 

  日本郵便株式会社は、寄附金付郵便葉書等に付加された寄附金

について、お年玉付郵便葉書等に関する法律（昭和２４年法律第

２２４号。以下「お年玉法」という。）第５条第２項により以下の

事業を行う団体に対して寄附金を配分することが可能となってお

り、日本郵便株式会社は以下の１０の事業について公募を行い、

配分団体毎に配分すべき額を決定することとしている。 
①社会福祉の増進 

②風水害、震災等非常災害による被災者の救助又はこれらの災害の予防 

③がん、結核、小児まひその他特殊な疾病の学術的研究、治療又は予防 

④原子爆弾の被爆者に対する治療その他の援助 

⑤交通事故の発生若しくは水難に際しての人命の応急的な救助又は交通

事故の発生若しくは水難の防止 

⑥文化財の保護 

⑦青少年の健全な育成のための社会教育 

⑧健康の保持増進を図るためにするスポーツの振興 

⑨開発途上にある海外の地域からの留学生又は研修生の援護 

⑩地球環境の保全（本邦と本邦以外の地域にまたがって広範かつ大規模

に生ずる環境の変化に係る環境の保全をいう。） 

 また、お年玉法第７条第４項により、日本郵便株式会社は、配

分すべき額を決定するに当たっては、配分団体が守らなければな

らない事項及び配分金の使途についての監査に関する事項を定

めることとしている。 
 
２ 総務大臣の認可 

  お年玉法第７条第５項に基づき、日本郵便株式会社がとりまと

めた寄附金を配分団体毎の配分すべき額等を決定するに当たって

は、総務大臣の認可を要することとなっており、平成２９年用寄

附金付年賀葉書等に付加された寄附金について、今回、認可申請

を受けたところ。 
 
３ 審議会への諮問 

お年玉法第１１条に基づき、総務大臣は認可を行うにあたり、

情報通信行政・郵政行政審議会に諮問することとなっており、今

回諮問を行っているもの。 
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第３ 日本郵便株式会社からの申請 

１ 概要 

  平成２９年の寄附金付年賀葉書・年賀切手で寄せられた寄附金

の配分について、次の（１）～（３）の申請があったもの。 

 （１）配分金・配分団体の決定（お年玉法第７条第４項） 

   ア 配分金 

   （ア）寄せられた寄附金額 
 販売枚数 寄附金額 

寄附金付年賀葉書 

(５２円＋寄附金５円) 
８，１５４万枚 ４億７６９万円 

寄附金付年賀切手 

(５２円＋寄附金３円) 
９２８万枚 ２，７８４万円 

寄附金付年賀切手 

(８２円＋寄附金３円) 
８３万枚 ２５０万円 

合計 ９，１６５万枚 ４億３，８０３万円 

   （イ）配分原資と配分金 
寄附金額① ４億３，８０３万円 

前年からの繰越金② ２，３２１万円 

配分費用③ １，９６０万円 

配分原資④（①＋②－③） ４億４，１６５万円 

配分金⑤ ４億３，４２１万円 

繰越金（④－⑤） ７４４万円 

（万枚・万円未満は四捨五入） 

イ 日本郵便株式会社が寄附金を配分しようとする団体数 

     ２３２団体 

 

（２）配分団体が守らなければならない事項（お年玉法第７条第４項） 

配分金の目的外利用禁止や他の資金と区別して経理するこ

と等を定めている。 

 

（３）配分金の使途についての監査に関する事項（お年玉法第７条第４項） 

配分団体の監査応諾義務や監査の実施方法等を定めている。 
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２ 日本郵便株式会社における寄附金配分の考え方 

（１）審査方法 

ア 適格性審査 

② 申請可能な法人格を有していること 

②２年連続して配分を受けるものでないこと（前回、東日本

大震災の被災者救助・予防(復興)又は活動・チャレンジプ

ログラムによる事業実施の場合並びに今回、東日本大震災

及び平成２８年熊本地震の被災者救助・予防(復興)による

事業実施の場合は除く。） 

③必要な添付書類が付されていること 

等について審査を実施。 

 

イ 配分審査 

申請１件当たり２名の審査委員により審査･評価するなどし、

審査委員会に報告・審議。申請事業の内容評価のほか、より多

くの団体に配分が可能になるよう、定量的条件を加味して優先

順位をつける。 

 

  【申請事業に期待する項目】 

○先駆性の高い事業であること 

○社会的ニーズとその波及効果の高い事業であること 

○事業計画の明確性・実現性が高い事業であること 

○事業実施の緊急性の高い事業であること 

 

  【定量的条件】 

   ○寄附金申請額が少額 

○一定の自己負担がある。自己負担額割合が高い 

○団体の前年度決算における次期繰越剰余金がより少額 
 

 

（２）団体からの申請と採択状況 

日本郵便宛の 

団体からの申請 

日本郵便の配分

(案) 
採択率 

件数 金額(万円) 件数 金額(万円) 件数 金額 

820 215,660 232 43,421 28.3％ 20.1％ 

(965) (262,971) (243) (48,795) (25.2％) (18.6％) 
（括弧内は前年） 
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第４ 審査結果 

お年玉法の規定に適合したものと認められることから、認可する

ことが適当である。 

審査基準 
審査

結果 
理由 

取りまとめた寄附金から控除さ

れる次の費用が妥当であること。 

ア 寄附金付郵便葉書等の発行及

び販売並びに当該寄附金のとり

まとめのため日本郵便株式会社

（以下「会社」という。）におい

て特に要した費用 

イ 寄附金の管理並びに配分金の

交付及び配分金の使途の監査の

ため、会社において特に要する費

用（寄附金の額の１００分の１．

５に相当する額を限度） 

（法第７条第２項） 

 

適 会社は、寄附金の額から控除する

費用の額のうち、寄附金付郵便葉書

等の発行及び販売並びに当該寄附

金に係る取りまとめのために特に

要した費用として、寄附金公募の周

知費用（新聞広告掲載料等）等を

計上しているところ、会社より申請

に際して提出された参考資料にお

いて、当該費用の額は適切に積算さ

れていることを確認しており、妥当

なものと認められる。 

また、会社は、寄附金の管理並び

に配分金の交付及び配分金の使途

の監査のために特に要する費用と

して、寄附金の管理等に要する人

件費等を計上しているところ、同様

に、当該費用の額は適切に積算され

ていると認められ、かつ、法第７条

第２項に定める限度額を超えないも

のであることから、当該費用の額に

ついては、妥当なものと認められる。 

 
※今回の寄附金の配分に当たって会社が

控除する費用（注：万円未満は四捨五

入） 

ア 寄附金付お年玉付郵便葉書等の発行

及び販売並びに寄附金の取りまとめの

ために特に要した費用 

（ア）使途 

寄附金公募の周知費用（新聞広告掲

載料等）、業務委託費等 

（イ）金額 

１，３０３万円 

イ 寄附金の管理並びに配分金の交付及

び配分金の使途の監査のため特に要す

る費用 

（ア）使途 

寄附金の管理等に要する人件費、業

務委託費等   

（イ）金額 

６５７万円 

※法第７条第２項で定める上限
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審査基準 
審査

結果 
理由 

（寄附金額４億３，８０３万円

の１００分の１．５に相当する

額：６５７万円）の範囲を超え

ていない。 

寄附金が、社会福祉の増進を目的

とする事業等の法第５条第２項各

号に掲げる事業を行う団体の当該

事業の実施に必要な費用に充てら

れていること。 

（法第７条第３項） 

適 配分団体の決定については、寄

附金の公募要領によれば、会社に

おいて、申請団体の資格及び法第

５条第２項各号に掲げる事業を行

う団体か否かについての内容審査

を行った上で公募時に公表してい

る審査基準にのっとって、社外有

識者から構成される審査委員会で

審議等を経て付された優先順位に

したがって決定している。 

配分団体ごとの配分すべき額の

決定については、寄附金の公募要

領によれば、会社において、申請

額を基本として審査委員会が行う

査定に基づき、優先順位にしたが

って総合的に決定していることか

ら、公正であると認められる。以

上により、配分団体及び配分団体

ごとの配分すべき額の決定は妥当

なものと認められる。 

配分に係る寄附金（以下「配分金」

という。）の使途の適正を確保する

ために配分団体が守らなければな

らない事項が定められていること。 

（法第７条第４項） 

 

適 配分団体が守らなければならな

い事項としては、配分金の使途制

限、実施計画の変更、配分金の経

理等に関するものを定めており、

配分金の使途の適正を確保するた

めに必要十分なものであることか

ら、妥当なものと認められる。 

配分金の交付、配分金の使途につ

いての監査及び当該監査の結果に

基づく配分金の返還に関し必要な

事項が定められていること。 

（法第７条第４項） 

適 監査に関する事項としては、監

査に応ずる義務、監査の実施時期

及び監査の実施方法を定めてお

り、配分金の使途の適正を確保す

るために必要十分なものであるこ

とから、妥当なものと認められる。 

 

 



 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

参考資料 
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４ 関係法令条文 

 

○お年玉付郵便葉書等に関する法律（昭和２４年法律第２２４号） 

 

第二条 会社は、前条の規定により発行するお年玉付郵便葉書等につき、その

発行前に、次に掲げる事項を公表しなければならない。  
一 発行の数  
二 販売期間  
三 くじ引の期日  
四 前条第一項の金品の金額又は種類及び当せんの数 
五 前条第一項の金品の支払又は交付の期日及び手続 

 
（寄附金付郵便葉書等の発行）  

第五条 会社は、寄附金を郵便に関する料金に加算した額の郵便葉書又は郵便

切手（お年玉付郵便葉書等を含む。以下「寄附金付郵便葉書等」と総称する。）

を発行することができる。  
２ 前項の寄附金は、次の各号に掲げる事業を行う団体の当該事業の実施に必

要な費用に充てることを寄附目的とするものでなければならない。 
一 社会福祉の増進を目的とする事業  
二 風水害、震災等非常災害による被災者の救助又はこれらの災害の予防を

行う事業  
三 がん、結核、小児まひその他特殊な疾病の学術的研究、治療又は予防を

行う事業 
四 原子爆弾の被爆者に対する治療その他の援助を行う事業 
五 交通事故の発生若しくは水難に際しての人命の応急的な救助又は交通事

故の発生若しくは水難の防止を行う事業  
六 文化財の保護を行う事業 
七 青少年の健全な育成のための社会教育を行う事業 
八 健康の保持増進を図るためにするスポーツの振興のための事業  
九 開発途上にある海外の地域からの留学生又は研修生の援護を行う事業   
十 地球環境の保全（本邦と本邦以外の地域にまたがつて広範かつ大規模に

生ずる環境の変化に係る環境の保全をいう。）を図るために行う事業 
 
３ 会社は、第一項の規定により発行する寄附金付郵便葉書等につき、その発

行前に、次に掲げる事項を公表しなければならない。ただし、当該寄附金付

郵便葉書等が、寄附金付きのお年玉付郵便葉書等である場合には、当該お年

玉付郵便葉書等に係る第二条の規定による公表の際、同条各号に掲げる事項

のほか、第一号及び第四号に掲げる事項を公表すれば足りる。  
一 寄附目的  
二 発行の数  
三 販売期間  
四 付加される寄附金の額  
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４ 寄附金付郵便葉書等には、寄附金の額を明確に表示しなければならない。 
 
（寄附の委託）  

第六条 会社（寄附金付郵便葉書等の販売に関する業務の委託を受けた者を含

む。）から寄附金付郵便葉書等を購入した者は、その購入によつて、寄附金

付郵便葉書等に表示されている額の寄附金を、当該寄附金付郵便葉書等につ

き前条第三項の規定により公表された寄附目的をもつて寄附することを会社

に委託したものとする。 
 

（寄附金の処理等）  

第七条 会社は、前条の規定により委託された寄附金を遅滞なく取りまとめる

ものとする。  

２ 会社は、前項の規定により取りまとめた寄附金（次条及び第九条を除き、

以下単に「寄附金」という。）の額から、当該寄附金付郵便葉書等の発行及

び販売並びに同項の規定による取りまとめのため会社において特に要した費

用の額並びに寄附金の額の百分の一・五に相当する額を限度として、寄附金

の管理並びに配分金の交付及び配分金の使途の監査のため会社において特に

要する費用の額を控除するものとする。 

３ 会社は、前項の規定により費用の額を控除した後の寄附金について、第五

条第三項の規定により公表した同項第一号の寄附目的に係る団体で当該寄附

金を配分すべきもの（以下「配分団体」という。）及び当該団体ごとの配分

すべき額を決定するものとする。 

４ 会社は、前項の規定による決定をするに当たつては、当該配分に係る寄附

金（以下「配分金」という。）の使途の適正を確保するために当該配分団体

が守らなければならない事項並びに配分金の交付、配分金の使途についての

監査及び当該監査の結果に基づく配分金の返還に関し必要な事項を定めるも

のとする。 

５ 会社は、第三項の規定による決定をし、又は前項に規定する当該配分団体

が守らなければならない事項若しくは配分金の使途についての監査に関する

事項を定めるには、総務大臣の認可を受けなければならない。 

６ 会社は、第三項の規定による決定をしたときは、遅滞なく、その内容を公

表するとともに、当該配分団体に係るその内容及び第四項に規定する事項を

当該配分団体に通知しなければならない。 

 

第八条 配分金の辞退等により、交付し、又は交付すべきであつた配分金の全

部又は一部が返還され、又は交付できなくなつたときは、当該返還され、又

は交付できなくなつた配分金は、その返還され、又は交付できなくなつた日

以後最初に第五条第一項の規定により発行される寄附金付きの郵便葉書（第

一条第一項の規定によりお年玉付きとして発行されるものに限る。）にその

額が表示されている寄附金とみなす。  
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（寄附金の経理等）  

第九条 会社は、寄附金を配分団体に交付するまでの間、これを運用した場合

において、利子その他の収入金が生じたときは、その収入金を寄附金に充て

るものとする。  

２ 前条の規定は、前項の利子その他の収入金について準用する。 

 

第十条 会社は、毎年、前年の十月一日からその年の九月三十日までの間にお

ける寄附金に関する経理状況を公表するものとする。 

 

（協議等）  

第十一条 総務大臣は、第七条第五項の認可をしようとするときは、当該寄附

金付郵便葉書等の寄附目的に係る事業を所管する大臣に協議し、かつ、審議

会等（国家行政組織法 （昭和二十三年法律第百二十号）第八条 に規定する

機関をいう。）で政令で定めるものに諮問しなければならない。 
 

（政令への委任）  

第十二条 この法律に定めるもののほか、寄附金の処理に関し必要な事項は、

政令で定める。 
 
（罰則） 

第十三条 第七条第五項の規定により総務大臣の認可を受けなければならない

場合において、その認可を受けなかつたときは、その違反行為をした会社の

取締役又は執行役は、百万円以下の過料に処する。 
 
 
○お年玉付郵便葉書等に関する法律施行令（昭和３３年政令第２７９号） 

 

（寄附金の配分を受けようとする団体の公募） 

第一条 日本郵便株式会社（以下「会社」という。）は、お年玉付郵便葉書等

に関する法律 （以下「法」という。）第七条第三項 の規定による決定をし

ようとするときは、総務省令で定めるところにより、当該寄附金の配分を受

けようとする団体を公募しなければならない。 
 
（審議会等で政令で定めるもの）  

第四条 法第十一条の審議会等で政令で定めるものは、情報通信行政・郵政行

政審議会とする。 
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2 0 1 6年 8月 3 1日  

日本郵便株式会社  

 

 

2017（平成29）年度年賀寄附金配分団体の公募 

 

日本郵便株式会社（東京都千代田区、代表取締役社長 横山 邦男）は、2017（平成29）年度

年賀寄附金配分団体の公募を2016（平成28）年9月12日（月）から開始します。 

 寄附金付年賀葉書による年賀寄附金助成は、1949（昭和24）年に始まり、今年で68年目を迎

え、この歴史を重ねる中で、日本固有の寄附文化に発展してきました。寄附金付年賀葉書は、

戦後の社会経済の復興という時代背景の下で、国民の福祉の増進を図ることを目的として発行

され、1949（昭和24）年にはお年玉付郵便葉書等に関する法律が制定されました。1991（平成3）

年には寄附金付年賀切手も発行され、これまでに寄せられた寄附金による配分額の総額は約498

億円に上ります。これまでに多くの寄附をお寄せいただいた皆さまの、心優しい温かいお力添

えに心から感謝申し上げます。 

 お預かりしました寄附金は、総務大臣の認可を経て、法律で定められた10の事業を行う全国

各地の多くの団体に配分され、地域及び社会の発展、環境保全に大きく貢献し、果たしてきた

役割は非常に大きいと考えます。 

 また、2017（平成29）年度年賀寄附金の配分においては、4月に発生した熊本地震の復興を支

援するため、従来の特別枠「東日本大震災の被災者救助・予防（復興）」を、「東日本大震災

及び平成28年熊本地震の被災者救助・予防（復興）」とし、熊本地震関連事業を新たに特別枠

の配分対象としています。                                   

 皆さまからのより多くの申請をお待ちしております。 

 

1 配分助成事業  

（1）配分対象団体 

  次のアに掲げる法人であって、イの事業を行う団体が対象となります。 

ア 一般枠：社会福祉法人、更生保護法人、一般社団法人、一般財団法人、公益社団法人、

公益財団法人、特定非営利活動法人（NPO法人） 

 特別枠：営利を目的としない法人 

イ 「お年玉付郵便葉書等に関する法律」（昭和24年法律第224号）に定められた10の事業 

（ア）社会福祉の増進を目的とする事業  

（イ）風水害、震災等非常災害による被災者の救助又はこれらの災害の予防を行う事業  

（ウ）がん、結核、小児まひその他特殊な疾病の学術的研究、治療又は予防を行う事業  

（エ）原子爆弾の被爆者に対する治療その他の援助を行う事業   

（オ）交通事故の発生若しくは水難に際しての人命の応急的な救助又は交通事故の発生若 

しくは水難の防止を行う事業  

（カ）文化財の保護を行う事業  

（キ）青少年の健全な育成のための社会教育を行う事業  

（ク）健康の保持増進を図るためにするスポーツの振興のための事業  

５ 寄附金の公募要領（日本郵便株式会社報道発表資料） 
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（ケ）開発途上にある海外の地域からの留学生又は研修生の援護を行う事業  

（コ）地球環境の保全（本邦と本邦以外の地域にまたがって広範かつ大規模に生ずる環境 

の変化に係る環境の保全をいう。）を図るために行う事業  

※ 特別枠の「東日本大震災及び平成28年熊本地震の被災者救助・予防（復興）」につい

ては、上記（イ）の事業のうち、特に「東日本大震災及び平成28年熊本地震による被災

者の救助又はその予防（復興）を目的とする事業」を対象とします。 

（2）配分事業分野 

  配分事業は次の6つの分野とします。 

ア 一般枠 

（ア）活動・一般プログラム 

（イ）活動・チャレンジプログラム 

（ウ）施設改修 

（エ）機器購入 

（オ）車両購入 

イ 特別枠 

  東日本大震災及び平成28年熊本地震の被災者救助・予防（復興） 

（3）申請金額（上限） 

  申請金額の上限は、1件当たり500万円とし、活動・チャレンジプログラムについてのみ

50万円とします。 

 

2 配分申請の受付期間  

  2016（平成28）年9月12日（月）～同年11月11日（金）（当日消印有効） 

 

3 配分申請要領・配分申請書  

  配分申請要領は、別紙をご覧ください。 

  また、配分申請書は、年賀寄附金ホームページ（http://www.post.japanpost.jp/kifu/）

に掲載します（申請書は、配分事業分野ごとに6種類ありますので、いずれか1つを選択して

ください。）。 

 

4 配分申請書類の送付先  

  100-8798 東京都千代田区霞が関1丁目3番2号 

  日本郵便株式会社 総務部内 年賀寄附金事務局 
 

 

（参考） 

 別添：「2014（平成26）年度年賀寄附金配分事業の事例紹介」 

                                       

以 上 

 

 

 

 

 

【報道関係の方のお問合せ先】 

日本郵便株式会社 経営企画部 広報室 報道担当 

   電話：（直 通）03-3504-9798 

【お客さまのお問合せ先】 

日本郵便株式会社 総務部内 年賀寄附金事務局 

   電話：（直 通）03-3504-4401 
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2017（平成 29）年度年賀寄附金 配分申請要領 

― 社会貢献事業への配分金申請の公募 ― 

 

 

社会貢献事業に対する 2017（平成 29）年度年賀寄附金の配分団体を 

次のとおり公募いたします。 

 

 

申請受付期間：2016（平成 28）年 9月 12 日（月）～同年 11 月 11 日（金） 

（※締切日が昨年度と異なりますので、ご注意ください。） 

 

 

 1.年賀寄附金について 
 

 年賀寄附金配分事業は、「お年玉付郵便葉書等に関する法律」（1949（昭和 24）年法

律第 224 号）に基づいて、日本郵便株式会社がこれを行っており、「寄附金付お年玉付郵

便葉書」（以下｢寄附金付年賀葉書｣という。）及び「寄附金付お年玉付郵便切手」（以下

｢寄附金付年賀切手｣という。）の寄附金を、法律に定められている 10 の事業のいずれか

の事業を行う団体に配分します。 

 寄附金付年賀葉書は、国民の福祉の増進を図ることを目的として、1949（昭和 24）年

12 月から、寄附金付年賀切手は、1991（平成 3）年から発行しています。 

 

 2.申請可能事業 
 

 申請可能事業は、お年玉付郵便葉書等に関する法律に規定された 10 の事業のいずれか

に該当し、かつ、申請法人の定款又は寄附行為に基づいて行う事業とします。 

 また、日本国内で実施される事業を対象とし、海外で実施される事業は除きます。 

 なお、海外活動を行う団体が国内で行う啓発事業等は、国内で行われる事業として対象

とします。 

表 1 お年玉付郵便葉書等に関する法律第 5条第 2項に規定された 10 の事業 
 

1 社会福祉の増進を目的とする事業 

2 風水害、震災等非常災害による被災者の救助又

はこれらの災害の予防を行う事業 

3 がん、結核、小児まひその他特殊な疾病の学術

的研究、治療又は予防を行う事業  

4 原子爆弾の被爆者に対する治療その他の援助を

行う事業  

5 交通事故の発生若しくは水難に際しての人命の

応急的な救助又は交通事故の発生若しくは水難の

防止を行う事業 

6 文化財の保護を行う事業  

7 青少年の健全な育成のための社会教育を行う事

業  

8 健康の保持増進を図るためにするスポーツの振

興のための事業  

9 開発途上にある海外の地域からの留学生又は研

修生の援護を行う事業  

10 地球環境の保全（本邦と本邦以外の地域にまた

がつて広範かつ大規模に生ずる環境の変化に係る

環境の保全をいう。）を図るために行う事業 
 

別紙 
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 5.対象となる経費 
 

 対象となる経費は、助成分野ごとに下表のとおりです。 

表 4 対象となる経費 

助成分野 対 象 経 費 

一般枠  

 活動・一般 

活動・チャレ

ンジ 

1 活動経費は別冊「2017（平成 29）年度 年賀寄附金配分事業 活動分

野配分対象経費基準」（以下「経費基準」といいます。）の範囲内とし

ます。 

2 経費基準に記載された配分対象外経費は、事業総額、申請額、自己資金

額のいずれにも計上しないでください。 

施設改修 1 建物と外構が配分対象です。建物については、壁、窓、床、天井、屋根

等の修復、間取りの変更工事、水周り工事及び耐震工事が配分対象で

す。また、外構工事は門、塀、柵、植栽、物置等の設置若しくは修復工

事又は工事の伴う水泳プール、ビオトープ、園庭に固定する大型遊具、

ツリーハウス等に関わる工事が配分対象です。 

※建物、土地と一体とみなされるものの設備の設置は「施設改修」となり

ます。単体で取り外しや移動が容易にできるものの設備（照明器具、固

定しない遊具等）については、その設置工事を含めて「機器購入」で申

請してください。 

2 自ら所有する施設又は公的施設を配分対象とします。借用施設の改修に

ついては、原則として、貸主と団体との間で、有償、無償を問わず、5

年以上の長期貸与契約がなされており、かつ、2017 年 4 月 1 日時点にお

いて残存契約期間が 3 年以上であるものを対象とします。なお、文化財

の補修等の場合は、その限りではありません。 

機器購入 1 機器本体費用及び設置工事費用が配分対象です。 

2 配備後、自ら所有するものとし、リース及びレンタルによる配備や中古

品の購入は配分対象外です。 

車両購入 1 購入する車両は 1 台のみとし、車両本体価格及びその消費税を配分対象

とします。付属品及びオプション品の購入費用並びに税金及び登録諸費

用は配分対象外です。見積書及び事業完了時の領収書は、車両本体価格

及びその消費税とそれら以外が分かるものを提出していただきます。 

2 配備後、自ら所有するものとし、リース及びレンタルによる配備や中古

品の購入は配分対象外です。 

特別枠  

 東日本大震災

及び平成 28 年

熊本地震の被

災者救助・予

防（復興） 

1 活動・施設・機器・車両の区分はありませんが、活動については、別冊

の経費基準の範囲内としてください。 

2 また、施設改修、機器購入、車両購入を含めて申請することができま

す。その場合、上記「施設改修」、「機器購入」、「車両購入」の対象

経費を準用してください。 

 

 6.その他の条件 
 

（1） 事業の期間 

  年賀寄附金を配分することが決定した日以降に実施し、2018（平成 30）年 3 月末

日までに完了するものを対象とします。 
 

（2） 連続年配分の制限 

  広く多くの団体に年賀寄附金を活用していただきたいとの観点から、活動・チャレ

ンジプログラム及び東日本大震災及び平成 28 年熊本地震の被災者救助・予防（復

興）を除いて 2 年連続して同一団体（法人）が配分を受けることはできません。前回

配分を受けた分野により今回申請可能な分野が異なりますので、次表を確認してください。 
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表 5 前回配分を受けた団体の今回申請可能な分野 
 

前回（2016（平成 28）年度 ） 

配分を受けた分野 

今回（2017（平成 29）年度 ） 

申請可能な分野 
一般枠 活動・一般プログラム、施

設改修、機器購入、車両購

入 

特別枠（東日本大震災及び平成 28 年熊本地震の被災者救助・

予防（復興）） 

活動・チャレンジプログラ

ム 

（4年目） 

特別枠（東日本大震災及び平成 28 年熊本地震の被災者救助・

予防（復興））  

活動・チャレンジプログラ

ム 

（1年目から 3 年目まで） 

活動・チャレンジプログラムの継続申請の他、他の一般枠（活

動・一般プログラム、施設改修、機器購入、車両購入）及び特

別枠（東日本大震災及び平成 28 年熊本地震の被災者救助・予

防（復興）） 

特別枠 東日本大震災及び平成 28

年熊本地震の被災者救助・

予防（復興） 

一般枠全て（活動・一般プログラム、活動・チャレンジプログ

ラム、施設改修、機器購入、車両購入）及び特別枠（東日本大

震災及び平成 28 年熊本地震の被災者救助・予防（復興）） 
 

 

（3） 反社会的勢力の排除 

ア 申請団体は、自己若しくは自己の役員等（役員、実質的に経営権を有する者、代

理人、使用人その他の職員をいう。以下同じ。）又は自己の委託先（委託が数次に

わたるときは、その全てを含む。下記イ及びウにおいて同じ。）若しくはその役員

等が次の各項目のいずれにも該当しないことを 2017（平成 29）年度 年賀寄附金

配分申請書の該当箇所にて表明し、かつ将来にわたっても該当しないことを確約し

ていただきます。 

（ア） 暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなったときから 5 年を経過しない者、暴

力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロ、特殊知能暴

力集団等、その他これらに準ずる者（以下「暴力団等」という。）であること。 

（イ） 暴力団等が経営を支配していると認められる関係を有すること。 

（ウ） 暴力団等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること。 

（エ） 自己若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的

をもってするなど、不当に暴力団等を利用していると認められる関係を有すること。 

（オ） 暴力団等に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与をしてい

ると認められる関係を有すること。 

（カ） 暴力団等と社会的に非難されるべき関係を有すること。 

【前記（ア）における用語の定義】 

1 暴力団：その団体の構成員（その団体の構成団体の構成員を含む。が集団的

に又は常習的に暴力的不法行為等を行うことを助長するおそれがある団体をい

う。 

2 暴力団員：暴力団の構成員をいう。 

3 暴力団準構成員：暴力団又は暴力団員の一定の統制の下にあって、暴力団の

威力を背景に暴力的不法行為等を行うおそれがある者又は暴力団若しくは暴力

団員に対し資金、武器等の供給を行うなど暴力団の維持若しくは運営に協力す

る者のうち暴力団員以外のものをいう。 

4 暴力団関係企業：暴力団員が実質的にその経営に関与している企業、暴力団

準構成員若しくは元暴力団員が実質的に経営する企業であって暴力団に資金提

供を行うなど暴力団の維持若しくは運営に積極的に協力し、若しくは関与する

もの又は業務の遂行等において積極的に暴力団を利用し暴力団の維持若しくは
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運営に協力している企業をいう。 

5 総会屋等：総会屋、会社ゴロ等企業等を対象に不正な利益を求めて暴力的不

法行為等を行うおそれがあり、市民生活の安全に脅威を与える者をいう。 

6 社会運動等標ぼうゴロ：社会運動若しくは政治活動を仮装し、又は標ぼうし

て、不正な利益を求めて暴力的不法行為等を行うおそれがあり、市民生活の安

全に脅威を与える者をいう。 

7 特殊知能暴力集団等：前記1から6までに掲げる者以外のものであって、暴力

団との関係を背景に、その威力を用い、又は暴力団と資金的なつながりを有

し、構造的な不正の中核となっている集団又は個人をいう。 
イ 申請団体は、自己若しくは自己の役員等又は自己の委託先若しくはその役員等が、

自ら又は第三者を利用して、次の各項目の一にでも該当する行為を行わないことを配

分申請書の該当箇所にて確約していただきます。 

（ア） 暴力的な要求行為 

（イ） 法的な責任を超えた要求行為 

（ウ） 取引に関して、脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為 

（エ） 風説を流布し、偽計を用い又は威力を用いて日本郵便株式会社の信用を毀損

し、又は日本郵便株式会社の業務を妨害する行為 

（オ） その他前各項目に準ずる行為 

ウ 日本郵便株式会社は、申請団体若しくは申請団体の役員又は申請団体の委託先若し

くはその役員等が、前記アの各項目のいずれかに該当し、若しくは前記イの各項目の

いずれかに該当する行為をし、又は前記アによる表明及び確約に関して虚偽の申告を

したことが判明した場合は、採択を取り消すこと又は配分金の返還を求めることがあ

りますので、あらかじめご了承願います。 
 

（4） その他 

  ア 年賀寄附金配分事業に他の助成団体等の補助金・助成金を加えて実施することは

できません。年賀寄附金配分へ申請した事業と同一の事業を他の助成団体へ並行し

て申請することはかまいませんが、他の補助金・助成金の助成が決定した場合には、

どちらかを選択していただくこととなりますので、必ず速やかに事務局へご連絡を

お願いいたします。 

イ 申請事業は団体が自ら実施するものである必要があり、配分金を他へ再助成する

事業は配分対象外です。団体の責任において申請事業の一部を外部に委託すること

は可能です。 

ウ 自己負担金は、団体自らが確実に準備できる額としてください。申請時の自己負

担金が準備できない等の場合、辞退していただくこともあります。 

エ 申請は 1 団体（1 法人）につき 1 件のみとします（1 施設につき 1 申請ではありま

せん。）。 

オ 整備する浴槽、配備する車両等が施設の入居者・利用者へのサービス提供に直接

利用されるなど、年賀寄附金配分対象となっている 10 の事業（表 1 参照）の実施に

直接つながる内容としてください。 

カ その他、ご不明の点については「14.お問合せ」を参照していただき、お問合せく

ださい。 
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 7.申請方法 
 

（1） 2017（平成 29）年度 年賀寄附金配分申請書（以下「配分申請書」という。）に

ついて 

 配分申請書の各種様式は年賀寄附金ホームページからダウンロードできます。 

・年賀寄附金ホームページ（http://www.post.japanpost.jp/kifu/） 

  次の 6種類の配分申請書がありますので、いずれか 1 つを選択してください。 

 

 
 

          一般枠                 特別枠 
 

（2） 配分申請書の記載上の注意点 

ア 配分申請書の記載・印字に際しては黒インク（印刷、ボールペン又は万年筆）を

使用してください。鉛筆や消せるボールペン（インク）は使用しないでください。 

イ 配分申請書は、審査資料としてそのまま複写しますので、のり付けやホチキス留

めはしないでください。配分申請書用紙に切り貼りをした場合は複写したものを提

出してください。印刷又は複写は片面刷りとし、両面刷りにしないでください。 

ウ 配分申請書は所定の様式を使用してください。配分申請書の様式を変更したり、

ページ数を増やしたりすることはしないでください。 

エ 審査は配分申請書により行いますので、配分申請要領、配分申請書の注意書きに

従い、的確かつ簡潔に記載してください。添付資料がある場合は「添付資料参照」

とはせずに必要な事柄は必ず配分申請書に記載してください。 
 

（3） 申請時に提出する書類（各項目の【必須】は必ず提出していただく書類です。） 

ア 配分申請書【必須】 

イ 配分申請する事業を所管する大臣又は都道府県知事等の意見書（原本）（*5）【必須】 

ウ 申請する団体の定款又は寄附行為（写し）（*6）【必須】 

エ 2015（平成 27）年度申請団体収支決算書（写し）（*6）（*7）【必須】 

オ 2016（平成 28）年度申請団体収支予算書（写し） （*7）【必須】 

カ 必要な見積書（写し）（複数の業者からの見積書を添付してください。）【必須】 

キ 郵便はがき【必須】 

   申請書類を受領した旨を事務局より通知いたしますので、配分申請書 P.1「実施

責任者」の連絡先（住所）・氏名を宛名面に記載してください。 

ク 申請団体を紹介したパンフレット等（作成している場合） 

ケ その他必要な補助資料（審査で必要な内容は必ず配分申請書に記載してください。） 

（*5）意見書の入手には時間を要します。10 月 20 日頃までを目安に所管部門に意見書の交付申請

をしてください。 

（*6）ウ、エについては、NPO 法人の場合は、内閣府 NPO 法人ポータルサイト（https://www.npo-

homepage.go.jp/portalsite.html）に法人掲載資料として掲載されていること、また、NPO 法

人以外の団体の場合は、自団体のホームページ等に掲載されていることが望まれます。 

（*7）エ、オについては、NPO 法人の場合は NPO 法人会計基準に、一般社団・財団法人、公益社

団・財団法人の場合は公益法人会計基準に、また、社会福祉法人の場合は社会福祉法人会計基

準に準拠していることが望まれます。 

活動・ 

一般 

活動・チ

ャレンジ 
施設 

改修 

機器 

購入 

車両 

購入 

東日本大震災及び平成 28 年

熊本地震の被災者救助等 
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※ 以下の資料は、該当する申請のみ必ず提出していただく資料です。 

コ 改修施設の図面及び改修箇所の写真等、施設改修を行う内容が具体的に分かる資 

 料写真を添付する場合、写真の裏に団体名を記入し A4 用紙に貼付して提出してく 

 ださい（A4 用紙への直接印刷・コピーも可。）。A4 用紙に複数枚の写真を貼付又 

は印刷していただいてかまいません。写真を貼付又は印刷した A4 用紙は 2枚（2 

ページ）までとします。 

サ 改修する施設が借用施設であるときは当該施設の貸与契約書（写し） 

シ 文化財の保護事業の申請の場合は配分対象物が文化財指定を受けていることが分

かる登録証明書等（写し） 
 

（4） 繰越剰余金 

  配分申請書 P.1 の「繰越剰余金」の記載欄は、直近の決算書に記載された法人全体

の次期繰越剰余金額を記載してください。法人が準拠している会計基準により、「次

期繰越活動収支差額」、「次期繰越活動増減差額」、「次期繰越収支差額」、「次期

繰越正味財産額」、「期末正味財産合計額」、「正味財産期末残高」、「翌年度繰越

消費収入（支出）超過額」、「翌年度繰越収支差額」、「正味財産合計」、「正味財

産額」という用語で決算書に記載されています。 

 

表 6 会計基準ごとの金額を記載すべき箇所（*8） 

準拠する会計基準 書類名 金額を記載すべき箇所 

社会福祉法人会計基準（旧） 事業活動収支計算書 次期繰越活動収支差額 

社会福祉法人会計基準（新） 事業活動計算書 次期繰越活動増減差額 

特定非営利活動法人会計基準

（旧） 

収支計算書 次期繰越収支差額 

特定非営利活動法人会計基準

（新） 

活動計算書 次期繰越正味財産額 

公益法人会計基準 正味財産増減計算書 期末正味財産合計額 

又は 

正味財産期末残高 

学校法人会計基準（旧） 消費収支計算書 翌年度繰越消費収入（支出）

超過額 

学校法人会計基準（新） 事業活動収支計算書 翌年度繰越収支差額 

なお、上記「準拠する会計基準」全てについて、貸借対照表の「正味財産合計」又は

「正味財産額」の箇所に記載された金額が、会計基準ごとに対応する上記「金額を記載

すべき箇所」に記載された金額と一致します。 

 

（*8）社会福祉法人会計基準は、「社会福祉法人会計基準の制定について」（2011 年 7 月 27 日厚生労働省

雇用均等・児童家庭局長、社会援護局長連名通知）による基準を（新）、それより前の基準を（旧）

としています。 

特定非営利活動法人会計基準は、「『NPO 法人会計基準』の一部改正について」（2011 年 11 月 20 日

NPO 法人会計基準協議会）による改正後の基準を（新）、改正前の基準を（旧）としています。 

学校法人会計基準は、「学校法人会計基準の一部を改正する省令」（2013 年 4 月 22 日文部科学省令

第 15 号） による改正後の基準を（新）、改正前の基準を（旧）としています。 
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  上記以外の会計基準に準拠している等により、記載すべき金額が不明等の場合は、

「14.お問合せ」をご参照の上、お問合せください。 

（5） 繰越剰余金の予定使途内容 

    配分申請書 P.1 の「繰越剰余金の予定使途内容」の記載欄は、上記（4）繰越剰余

金の使途予定内容を可能な限り具体的に記載してください。 

   なお、本項の記載内容は必須であり、記載内容の無いものは欠格となりますので、

ご注意ください。 
 

（6） よく利用する郵便局 

   配分申請書 P.3 において、よく利用する郵便局の記載欄にご記載いただいた郵便局

から連絡等を行うことがありますので、ご了承ください。 
 

（7） 提出先及び提出方法 

   申請書類は下記の提出先宛、必ず受付期間内に郵送してください。 

 配分申請書は折り曲げずに、そのまま入る封筒を使用し、特定記録郵便又は簡易書留

郵便にてお送りください。 

 なお、申請に必要な書類が全てそろっていることを必ず確認の上、提出してください。 

 特に「意見書」は必須ですので、入手のための余裕期間（おおむね 2 週間以上）を考

慮してご準備ください。 
 

（申請書類の提出先） 

郵便番号 100-8798 

東京都千代田区霞が関一丁目 3番 2号 

日本郵便株式会社 総務部内 年賀寄附金事務局 

（※封筒表面に「申請書在中」と朱書きで明記してください。） 
 

受付期間は 2016（平成 28）年 9 月 12 日（月）から 2016（平成 28）年 11 月 11 日（金）（当日消印有効）

までです。 

消印（差出）が 2016（平成 28）年 11 月 12 日（土）以降の応募については、理由のいかんにかかわらず受理

できません。 
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 8.申請事業に期待する項目及び優先度合い（審査のポイント） 
 

（1） 申請事業に期待する項目 

ア 先駆性（先駆性が高く発展性のある事業） 

    従来から行われている事業をそのまま実施するのではなく、従来の考え方にとら

われない新たな取組又は事業プロセスの新たな改善等を行う事業であり、他の団体

でも今後実施される等の発展性のあるもの。 

イ 社会性（社会的ニーズとその社会的波及効果の高い事業） 

    大きな社会的課題となっているもの又は必要とされながら従来行われていなかっ

たもの等の社会的要請・ニーズを充足する事業であり、その事業が実施されること

により、他でも同様の事業が実施されやすくなる等の波及効果が高いもの。事業を

実施する者の事業の効率性や安全性が向上するものも含む。 

ウ 実現性（事業計画が明確化され、実現性が高く継続・発展が見込める事業） 

    事業は具体的に計画され、1 年間の事業内容として団体の事業規模・収支規模に

対して適切であり、事業実施のための人員配置・自己負担金・運転資金の調達が準

備され、事業の成果目標が定量的・定性的に明確化され、今回の事業につながる過

去の蓄積を持ち、実現性が高く継続・発展が見込めるもの。 

エ 緊急性（緊急性の高い事業） 

   ここ 1年間の事業年度内に実施する必要性が高いもの。 
 

※ 施設改修や機器購入については、単なる老朽化による改修・購入よりも新規事業の

実施及び事業の拡大等に伴う改修・購入並びに事故や天災などに伴う改修・購入の方

が高く評価されます。 

※ 上記（1）ア～エの 4 項目については、審査の際に重要な判断材料となる項目です。

配分申請書には、団体の事業全体についてではなく、申請される事業内容について、

ご記載ください。 
 

（2） 定量的条件の配慮 

    上記（1）の期待する項目に加えて、以下の定量的条件が優先順位に加味されます。 

ア 年賀寄附金申請額がより小さい方を優先（できる限り多くの団体に配分するため） 

イ 申請事業の事業総額に占める自己負担金の割合が高い方を優先（事業の実施に向

けて自己努力意識や準備の高い団体、自己負担割合が 10％以上であることを期待し

ます。） 

ウ 団体の前年度決算における繰越剰余金額がより小さい方を優先（財政状況が厳し

く配分の必要性がより高い団体） 

※ 審査に当たっては、上記（1）及び（2）を踏まえて総合的に判定いたします。 
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 9．配分の決定と通知の時期 
 

（1） 年賀寄附金配分団体及び配分額は、社外有識者による審査委員会において審査の上、

総務大臣の認可を受けて決定いたします。 

（2） 配分団体・配分額の決定は 2017（平成 29）年 3 月末を予定しています。 

  決定後、申請された団体には、採否結果を書面にてお知らせするとともに、配分団体

名、代表者名、住所、事業概要、配分額等を当社ホームページ等で公表いたします。 

（3） 審査の結果、申請額を減額査定し配分金額を決定することがあります。 

 

 10．申請事業の実施 
 

（1） 配分決定の時期は申請時から半年ほど経過し、その間に状況の変化もあると考えら

れますので、配分決定した内容に基づき、事業計画を再確認していただきます。見積

りを再度取り、現状に即した「事業実施計画書」を作成し、提出していただき、これ

に基づき事業を実施していただくこととなります。 

  なお、申請内容に基づき、審査・決定をしていますので、原則としてその内容を変え

ることはできません。 

（2） 配分決定後の事業計画の見直し及び事業終了時において、事業費総額が減少した場

合は、その差額分だけ配分決定金額から減額いたします。自己負担金額の減額はでき

ません。減少した金額分を返納していただくことがあります。また、事業費総額が逆

に増加した場合であっても、配分額は増額になりませんので、増額分を自己負担して

いただくこととなります。これらについてあらかじめご了承ください。 

（3） 年賀寄附金は事業の終了月の月末に団体が指定した金融機関口座宛に送金します。

ただし、活動・一般プログラム、活動・チャレンジプログラム及び東日本大震災及び

平成 28 年熊本地震の被災者救助・予防（復興）については、事業開始月の月末に送

金することも可能です。 

 

 11．年賀寄附金配分事業の表示 
 

 年賀寄附金配分を受けて実施した事業においては、購入物件のある場合はその物件へ、

冊子・チラシを調製したときはその冊子・チラシへ、その他の場合は何らかの方法をもっ

て年賀寄附金配分事業により実施した旨の表示をしていただきます（詳細につきましては

配分決定後、実施計画書を作成していただく際にご説明いたします。）。 

 なお、年賀寄附金配分を受けて実施した事業につき機関誌等へ掲載する場合も、「日本

郵便株式会社から年賀寄附金配分を受けました」等の記述をお願いします。 

 ※ 当社ホームページ等に掲載されている当社ロゴマークのご使用に際しては、必ず事

前に年賀寄附金事務局へご相談ください。 

 

 12．事業終了時 
 

 事業の終了時には「事業完了会計報告書」を作成していただき、事業の終了月の翌月末

までに提出していただきます。 
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 13．監査及び評価 
 

 年賀寄附金を受けて実施された事業が適正に実施されたか、事業のその後はどうなった

のか等を確認するため、法律により監査が義務付けられています。日本郵便株式会社社員

がお伺いし、実地で監査を行います。 

 また、事業の完了後、「事業成果報告・自己評価書」を提出していただき、評価委員会

による評価を行います。その際、ヒアリング調査を行うことがあります。ご協力をお願い

します。 

 なお、優れた成果を残された団体については、その事業を広く PR させていただくこと

がありますので、あらかじめご了承願います。 

 

 14．お問合せ 
 

（1） 関係情報の掲載 

  年賀寄附金ホームページにおいて関係情報を掲載していますので、ご参照ください。 

 ・年賀寄附金ホームページ（ http://www.post.japanpost.jp/kifu/ ） 
 

（2） お問合せの多い質問と回答の掲載 

    お問合せの多い質問と回答を掲載していますので、お問合せいただく前にご参照く

ださい。 

 ・年賀寄附金 Q&A（ http://www.post.japanpost.jp/kifu/faq/faq.html ） 
 

（3） お問合せ及び申請相談 

    年賀寄附金ホームページに「お問合せ用フォーマット」を用意しております。必要

事項を入力の上、ご照会ください。後日、メールにより回答いたします。 

 ・年賀寄附金に関するお問合せ 

  （ https://www.post.japanpost.jp/question/contact_us/csrmail.html ） 

 ・電話でのお問合せは、お急ぎの場合のみ、以下の電話番号へご連絡ください。 

  年賀寄附金事務局 03-3504-4401（受付時間：平日 10 時～12 時及び 13 時～17 時） 

 

 15．その他ご注意 
 

（1） 審査の過程において、年賀寄附金事務局から申請事業内容等の確認のため、配分申

請書に記載されている実施責任者に連絡させていただく場合があります。 
 

（2） お送りいただきました申請書類等は返却いたしませんのであらかじめご了承くださ

い。 
 

（3） 選考内容、採否の理由に関するお問合せには一切お答えできません。 

 

 以 上 
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 3.会議費 

 

・会議時の簡素な茶菓及び弁当程度の簡素な食事の購入に要する経費 

・アルコール類の提供や申請団体スタッフのみの打合せ会合等の経費は対象外です。 

 

 4.会場借料 

 

・委員会・研修会・イベント等での会場借上料、音響設備使用料等 

・申請団体が所有する、又は経常的に賃借する施設や事務所の使用料は対象外です。

ただし、団体が有償で貸し出す、又は利用する施設であって、かつ料金表が外部

に明示されているものは対象とすることができます。 

 

 5.借料損料 

 

・物品の借り上げ経費（レンタル料・リース料等）及びこれに伴う運搬経費・設置

調整費等 

 

 6.印刷製本費 

 

・チラシ・ポスター・報告書・封筒等の印刷経費 

・コピー代、用紙・インク等印刷に係る消耗品 

・レイアウト・デザイン等費用は印刷製本費 

・折込広告等の広告作成費等は一括して「8.広告宣伝費」に計上してください。 

・報告書等の原案作成・原稿執筆経費等は「13.委託費」に計上し、印刷経費を含む

報告書作成経費等と記載してください。 

・個人的執筆は「1.謝金」に計上してください。 

 

 7.通信運搬費 

 

・申請事業に関る郵送料、電話料、サーバー使用料等、機材等運搬経費（貨物運搬

用レンタカー代、駐車場料金、有料道路料金、実際の走行分のガソリン代等） 

・申請事業以外の費用と混在しており、申請事業分のみが分離できないものは全体

を対象外とします。 

 

 8.広告宣伝費 

 

・イベント等を行う際の周知のためのメディア掲載等の経費 

（例） 折込広告費、新聞・雑誌等への広告料等（そのための企画料・原稿作成

料・印刷経費等含みます。） 
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 9.消耗品費 

 

・1 件 10 万円未満の機器・材料費 

（例） 文具・用紙・記録媒体・封筒購入、10 万円未満のコンピュータソフト、資

料用・講習会研修会用教材・書籍、調理実習用材料費等 

・申請事業に使用が限定できない一般的事務用機材や事務用品等は対象外とします。 

 ただし、特に必要とする場合は理由書を添付してください。 

 

 10.什器備品費 

 

・1 件 10 万円を超える機器は什器備品費とします。 

・申請事業に使用が限定できない什器備品、また、団体の経常活動に使用する一般

的事務機材等は対象外とします。ただし、特にこのような機材を必要とする場合

は理由書を添付してください。 

 

 11.賃金 

 

・申請事業の実施に必要な臨時雇用者（パート、アルバイト）の賃金及び通勤費 

・申請団体役職員であるが、その者が団体の定常業務を離れて、申請事業に従事す

る場合には、申請事業に従事する実勤務時間数に対して賃金を計上することがで

きます。完了会計報告では、これらに関して次のことが記載された資料を併せて

提出してください。 

1 支給対象者氏名 

2 時給額、総勤務時間数、支給総額 

3 申請事業の業務に携わった日時と時間数及び業務内容（業務日誌等） 

4 社会保険料等の団体負担分や通勤費等は、申請事業の勤務時間比率により按

分することができます（その際は積算根拠を明らかにしてください）。 

なお、通勤費以外の交通費は「2.旅費交通費」に計上してください。 

・時給額は時間当たり 1,000 円程度までとします。また、査定することがあります。 

 

 12.雑役務費 

 

・通訳、翻訳、手話通訳、要約筆記、預かり保育、議事録作成、ピアノ調律等の専

門的業務を専門家や専門機関等に依頼する経費 

・雑役務費は査定することがあります。特に市場価格を超えると思われる場合は理

由書を添付してください。 
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 13.委託費 

 

・事業の一部を外部に発注するもの。 

（例） 調査・分析業務、報告書原案の作成、イベントに関する外部委託、コンピ

ュータソフトやホームページ制作、文化財等修復委託費 

 ただし、申請事業の企画・立案・実行等の全てを外部発注することはできません。 

 

 14.その他 

 

・上記 1～13 項のいずれにも該当しない費用 

（例） 振込手数料、収入印紙等租税公課、イベント参加者の保険料、入場料等 

・活動、一般プログラムでカーボン、オフセット、クレジットの購入を含む場合の

クレジットは、J-VER、国内クレジット及び J-クレジットの 3 種類とします。その

場合、適宜、次の項目を配分申請書の「活動事業費の内訳」に記載するとともに、

クレジット提供事業者の発行する見積書を添付してください。 

－クレジット提供事業者（事業者名、担当者名、連絡先電話番号等） 

－クレジットについて 

・クレジット種別、プロジェクト名称、クレジット登録番号、 

無効化予定時期（年月） 

・単価（円／tCO2e） 

・総量（tCO2e） 

・総額（円） 

 

                                  以 上 
 
 

 




